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ⅳ）　アンカボルトの決定

F=（a/g）W=kW

間変形角により算出する。

〈解　説〉
　（ 1）　設備機器に，ある地震力が作用するときに生じる加速度 aと重力の加速度 gの比（a/g）を設計用震度 K

という。地震力は，F=ma=「質量×重心に作用する加速度」で示され，質量m=W/g=「重量 /重力加速度」
であるから，F=（a/g）W=KW（震度×重量）となる。
　（ 2）　設計用鉛直地震力 FVは，「1. 5. 2局部震度法による設計用震度」で述べる局部震度法の場合は，設計用
水平地震力 FHの 1/2とする。これまでの地震記録などから，FVの値は FHの 1/2を超えることがあるものの，
1/3～1/2の値が多いことから FHの 1/2倍の値とした。阪神・淡路大震災での鉛直地震力は，おおむね水平地震
力の 1/2の値を示した。
　建物の動的解析の結果を利用する方法による場合の設計用鉛直地震力については「1. 5. 3建物の動的解析の結
果を利用する場合の設計用震度」による。

図 1・4　耐震計画・設計のフロー

・地震動の想定
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1. 4　設備耐震設計法の分類と耐震計画・設計のフロー
1. 5　設計用地震力 

条件設定
・機能・用途・重要度
・耐震グレード・耐震クラスの設定

1. 2. 1　地震対策の目標 
参照

1. 2. 3　設備耐震における支持・固定上の留意点
1. 6　耐震計算の要点
2 章　機器
3 章　配管・ダクト
4 章　アンカボルト

設備システム・仕様の検討
建築・構造計画との調整

据付・支持・固定にかかわる耐震設計

局部震度法 建物の動的解析の結果
を利用する方法

1. 2. 2　設備耐震における計画上の留意点
1. 3. 2　災害時の機能確保を考慮した設備システム
1. 3. 3　復旧を考慮した設備システム

参照

1. 3. 1　設備システムとしての耐震性能の考え方
　 解説（ 2 ）　耐震計画の考え方

　a　地震と被害　参照

条件・仕様の確認・調整

計画・設計フロー 参照箇所
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　（ 5）　配管類のように質量が棒状の連続体の場合は，管軸直角方向の支持部にかかる応答加速度は軽減される
ので，配管類に対する設計用水平震度 KHは，表 1・3よりも小さな値を採用できる。詳細は「3 章配管・ダク
ト」による。

1. 5. 3　建物の動的解析の結果を利用する場合の設計用震度

1.　地上 60 mを超える建築物，免震構造および制振構造などの建築物の場合，構造体において動的解析が
行われ，階ごとに最大床応答加速度 Gfが構造設計者により与えられる。

2.　床応答加速度 Gfから予備計算により設備機器の水平震度 KH'を階ごとに算出する。
　1）　一般設備機器の場合
　　各階の水平震度 KH'を，床応答加速度 Gfを使って以下のとおり算出する。

KH'=（　）・K 2・DSS・IS

　　ここに，Gf：各階の床応答加速度［m/s 2］
　　　　　　　　（注　複数の入力地震波で動的解析を行った結果のうち最大値とする）
　　　　　　 g：重力加速度の値（9.8）［m/s 2］
　　　　　  K 2：設備機器の応答倍率（固定支持：1.5，防振支持：2.0とする）
　　　　　 DSS：設備機器の構造特性係数（2/3とする）
　　　　　　 IS：設備機器の用途係数（1.0～1.5とする）
　2）　水槽の場合

KH'=（　）・β・I

　　ここに，β：水槽類の応答倍率（表 1・5による）
　　　　　　 I：水槽類の重要度による係数（0.7～1.5とする）
　　　　　　　　（耐震性を特に重視する用途：1.5，耐震性を重視する用途：1.0，その他用途：0.7）
3.　上記で得られた KH'の値から，表 1・6を用いて設計用水平震度 KH を設定する。
4.　設計用鉛直震度 KVは，上記で設定した設計用水平震度 KHの値の 1/2とする。ただし，免震建物の場
合は，局部震度法による設計用鉛直震度の値とする。

〈解　説〉
　（ 1）　高さ 60 mを超える建築物や免震構造・制震構造の建築物などの場合は，構造体の地震応答解析から得
られる床応答加速度の値を利用して，設計用水平震度 KHを算出できる。
　各階の床応答加速度 Gfを重力加速度 g（通常 9.8 m/s 2，または 980 Gal，Gal=cm/s 2）で除した各階の床応答震

Gf

g

Gf

g

表 1・5　設備機器などの応答倍率 K 2（水槽の場合はβ（［　］内の値））

分類 適用する機器など K 2，β

基礎に直接固定する機器など
（高架台上に固定する機器など含む）

一般の設備機器 1.5

水槽類 1） 中間階，上層階，塔屋 ［1.5］
1 階，地階， 地上 ［2.0］

防振装置を介し，ストッパを設けて据え付ける機器など
（特に高い高架台上に固定する機器などを含む）

一般の設備機器 2.0

水槽類 1） ［2.0］

固定支持され，構造躯体と一体的に挙動する配管・ダクトなど 2） 配管・ダクトなど 1.0

配管・ダクトなどで，揺れが増幅する恐れがある場合 2） 配管・ダクトなど 1.5（～2.0）

　注　1）　水槽類はパネル水槽など，液面のある場合に適用する。
　　　2）　詳細は「3 章配管・ダクト」参照。

1. 5　設計用地震力
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　（ 5）　配管類のように質量が棒状の連続体の場合は，管軸直角方向の支持部にかかる応答加速度は軽減される
ので，配管類に対する設計用水平震度 KHは，表 1・3よりも小さな値を採用できる。詳細は「3 章配管・ダク
ト」による。

1. 5. 3　建物の動的解析の結果を利用する場合の設計用震度

1.　地上 60 mを超える建築物，免震構造および制振構造などの建築物の場合，構造体において動的解析が
行われ，階ごとに最大床応答加速度 Gfが構造設計者により与えられる。

2.　床応答加速度 Gfから予備計算により設備機器の水平震度 KH'を階ごとに算出する。
　1）　一般設備機器の場合
　　各階の水平震度 KH'を，床応答加速度 Gfを使って以下のとおり算出する。

KH'=（　）・K 2・DSS・IS

　　ここに，Gf：各階の床応答加速度［m/s 2］
　　　　　　　　（注　複数の入力地震波で動的解析を行った結果のうち最大値とする）
　　　　　　 g：重力加速度の値（9.8）［m/s 2］
　　　　　  K 2：設備機器の応答倍率（固定支持：1.5，防振支持：2.0とする）
　　　　　 DSS：設備機器の構造特性係数（2/3とする）
　　　　　　 IS：設備機器の用途係数（1.0～1.5とする）
　2）　水槽の場合

KH'=（　）・β・I

　　ここに，β：水槽類の応答倍率（表 1・5による）
　　　　　　 I：水槽類の重要度による係数（0.7～1.5とする）
　　　　　　　　（耐震性を特に重視する用途：1.5，耐震性を重視する用途：1.0，その他用途：0.7）
3.　上記で得られた KH'の値から，表 1・6を用いて設計用水平震度 KH を設定する。
4.　設計用鉛直震度 KVは，上記で設定した設計用水平震度 KHの値の 1/2とする。ただし，免震建物の場
合は，局部震度法による設計用鉛直震度の値とする。

〈解　説〉
　（ 1）　高さ 60 mを超える建築物や免震構造・制震構造の建築物などの場合は，構造体の地震応答解析から得
られる床応答加速度の値を利用して，設計用水平震度 KHを算出できる。
　各階の床応答加速度 Gfを重力加速度 g（通常 9.8 m/s 2，または 980 Gal，Gal=cm/s 2）で除した各階の床応答震

Gf

g

Gf

g

表 1・5　設備機器などの応答倍率 K 2（水槽の場合はβ（［　］内の値））

分類 適用する機器など K 2，β

基礎に直接固定する機器など
（高架台上に固定する機器など含む）

一般の設備機器 1.5

水槽類 1）
中間階，上層階，塔屋 ［1.5］

1 階，地階， 地上 ［2.0］

防振装置を介し，ストッパを設けて据え付ける機器など
（特に高い高架台上に固定する機器などを含む）

一般の設備機器 2.0

水槽類 1） ［2.0］

固定支持され，構造躯体と一体的に挙動する配管・ダクトなど 2） 配管・ダクトなど 1.0

配管・ダクトなどで，揺れが増幅する恐れがある場合 2） 配管・ダクトなど 1.5（～2.0）

　注　1）　水槽類はパネル水槽など，液面のある場合に適用する。
　　　2）　詳細は「3 章配管・ダクト」参照。

1. 5　設計用地震力
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55 図 2・33（b）

84 表 3･6

85
下から 4行目 …を採用した（表 3・7）。 …を採用した。
下から 2～8行 掲載箇所を移動 86ページの表 3・7の下に移動
※正誤表最終ページに，上記 2点を修正した p. 85，p. 86の差替え版があります。

92 式（3・20）

109 図 3・45タイトル …管継手間距離，最小回転角の関係… …管継手間距離，最大傾き角の関係…
162 8 行目（a使用材料）

（b）

Lgy

（b）

Lgy

表 3・6　鋼管・ステンレス鋼管の許容応力度

各種応力度

種　別

引張強さ1）

（以上）

降伏点
または耐力1）

（以上）

長期荷重に対
する引張許容
応力度2）

f 1

［kN/cm 2］

短期荷重に対
する引張許容
応力度2）

f 2（f 1×1.5）
［kN/cm 2］

熱荷重を考慮
した短期荷重
に対する許容
応力度 f 3

［kN/cm 2］

鋼　　管
SGP 29.0 11.6 17.4 26.1

STPG 370 37.0 21.5 14.3 21.5 32.3

STPG 410 41.0 24.5 16.3 24.5 36.8

ステンレス鋼管 SUS 304 TP 52.0 20.5 13.7 20.5 20.8

SUS 316 TP 52.0 20.5 13.7 20.5 30.8

注　1）　JIS規格による。
2）　許容応力度は熱荷重を含まない応力度に対するものである。

［kN/cm 2］ ［kN/cm 2］

算規準・同解説」の規定に準拠するとともに，これら基準に示される計算法，そして許容応力度による。

〈解　説〉
　ここでは，配管類に使用される材料を，その用途に応じて機能材と構造材に分けて応力度の評価法を規定し
た。
（ 1）　機 能 材
　機能材としての配管類本体の各荷重による応力度の合成法は，原則として下記による（この応力度合成法は，
ASME B 31.3に準拠している）。

4L b t
2 2= + +v v v v 　かつ　vH＜ f ……………（3・6）　

　ここに，v：合成応力度［kN/cm 2］
vL：各荷重による管軸方向全周分布応力度の和［kN/cm 2］
vb：各荷重の曲げモーメントによる合成応力度［kN/cm 2］
vt：各荷重のねじりモーメントによる応力度の和［kN/cm 2］
vH：円周方向応力度［kN/cm 2］

f：各荷重組合せによる許容応力度（f 1，f 2，f 3）［kN/cm 2］
　また，上記の vbの算出は，各荷重による面内・面外の曲げモーメントの和をMi，Moとして，下記による（図
3・7参照）。

Z
i M i M

b
i i o o

2 2

=
+

v
] ]g g  ……………（3・7）　

　ここに，Mi： 各荷重による面内に発生する曲げモーメント
の和［kN・cm］

Mo： 各荷重による面外に発生する曲げモーメント
の和［kN・cm］

ii： 面内の断面変化に伴う応力度増倍係数（曲がり
部や分岐部において考慮する）

io： 面外の断面変化に伴う応力度増倍係数（曲がり
部や分岐部において考慮する）

Z：配管類の断面係数［cm 3］
ａ　許容応力度

　ここに規定した許容応力度は，引張りに対する許容応力度と考えてよい（表 3・6参照）。
　本書に示す設計方法では，ここで規定した許容応力度で検定してよい。ただし，座屈に関してはオイラー公式
に基づく長柱座屈と最大限界細長比によって座屈の可能性を検定する。

図 3・7　配管の曲げモーメント

表 3・6　鋼管・ステンレス鋼管の許容応力度

各種応力度

種　別

引張強さ1）

（以上）

降伏点
または耐力1）

（以上）

長期荷重に対
する引張許容
応力度2）

f 1

［kN/cm 2］

短期荷重に対
する引張許容
応力度2）

f 2（f 1×1.5）
［kN/cm 2］

熱荷重を考慮
した短期荷重
に対する許容
応力度 f 3

［kN/cm 2］

鋼　　管
SGP 29.0 11.6 17.4 26.1

STPG 370 37.0 21.5 14.3 21.5 32.3

STPG 410 41.0 24.5 16.3 24.5 36.8

ステンレス鋼管 SUS 304 TP 52.0 20.5 13.7 20.5 30.8

SUS 316 TP 52.0 20.5 13.7 20.5 30.8

注　1）　JIS規格による。ステンレス鋼管の耐力はステンレス協会指示値による。
2）　許容応力度は熱荷重を含まない応力度に対するものである。

［kN/cm 2］ ［kN/cm 2］
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2）　曲がり部：直管部と同様，耐震支持材に挟まれた部分を取り出し，かつ管軸方向耐震支持材も設けるの
で，配管の管軸方向への移動がないものとして，下記のように端部ピン支持のモデルとして応力度を算出す
る（図 3・15参照）。

 ……………（3・18）　

 ……………（3・19）　

　最大応力度 vEは，他の荷重の応力度との合成による大きいほうとする。
　ここに，lhb：曲がり部耐震支持間隔［cm］

　　　　　　　 if：断面方向の継手効率による応力度増倍係数（= 1 /hs）
　　　　　　　 ip：応力度増倍係数で，iiと if= 1 /hs�のうち大きいほうの値
　　　　　 　　　 ii： 曲がり部の断面変化に伴う面内の応力 

度増倍係数
　その他の記号は，1）の直管部に準ずる。

3）　分岐部：曲がり部同様，耐震支持材に挟まれた部分を取
り出してモデル化する。管軸方向耐震支持材も設けるの
で，管軸方向への移動がないものとして図 3・16に示すよ
うに端部ピン支持のモデルとする。また，地震力の方向は
二方向が考えられるので，各方向ごとに各部の応力度を算
出する。

a）　地震力方向 1の場合（図 3・17）

 ……………（3・21）　

図 3・15　曲がり部の地震力によるモーメント分布
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図 3・16　分岐部の地震力の作用方向

…………（3・20）　
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2）　曲がり部：直管部と同様，耐震支持材に挟まれた部分を取り出し，かつ管軸方向耐震支持材も設けるの
で，配管の管軸方向への移動がないものとして，下記のように端部ピン支持のモデルとして応力度を算出す
る（図 3・15参照）。
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 ……………（3・19）　

　最大応力度 vEは，他の荷重の応力度との合成による大きいほうとする。
　ここに，lhb：曲がり部耐震支持間隔［cm］

　　　　　　　 if：断面方向の継手効率による応力度増倍係数（= 1 /hs）
　　　　　　　 ip：応力度増倍係数で，iiと if= 1 /hs のうち大きいほうの値
　　　　　 　　　 ii： 曲がり部の断面変化に伴う面内の応力 

度増倍係数
　その他の記号は，1）の直管部に準ずる。

3）　分岐部：曲がり部同様，耐震支持材に挟まれた部分を取
り出してモデル化する。管軸方向耐震支持材も設けるの
で，管軸方向への移動がないものとして図 3・16に示すよ
うに端部ピン支持のモデルとする。また，地震力の方向は
二方向が考えられるので，各方向ごとに各部の応力度を算
出する。

a）　地震力方向 1の場合（図 3・17）
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図 3・15　曲がり部の地震力によるモーメント分布
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3）　分岐部：曲がり部同様，耐震支持材に挟まれた部分を取
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で，管軸方向への移動がないものとして図 3・16に示すよ
うに端部ピン支持のモデルとする。また，地震力の方向は
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flm=258.0 N/mm 2（長期許容支圧応力度）

（ 4）　耐震支持材の接合部の検討
　A種 2.50 kN，L= 0.50 m，H= 1.00 m集中荷重
ａ　使 用 材 料

母材：L-50×50×6 材質：SS 400

B= 50 mm （部材幅） t 1 = 6 mm（板厚）
H= 50 mm （部材せい）
F=235.0 N/mm 2（基準強度）

flm=293.0 N/mm 2（長期許容支圧応力度）

ボルト：M 12 材質：強度区分 4.6

Ae= 84.3 mm 2 （ボルト有効断面積） d=12 mm（ボルト軸径）
F=240.0 N/mm 2（基準強度） m= 1面 （せん断面数）
fsb= 92.0 N/mm 2（長期許容せん断応力度）

プレート：PL-3.2 材質：SS 400

tp= 3.2 mm （板厚）
F=235.0 N/mm 2（基準強度）
flp=293.0 N/mm 2（長期許容支圧応力度）
fb=156.0 N/mm 2（長期許容曲げ応力度）

ｂ　接合部の計算
　建築センター指針では，溶接を基本としているが，ここでは，施工の省力化を目的とし，ボルト接合を剛接と
みなして計算を行う。なお，剛接とみなすためには，曲げに抵抗させることが肝要であるため，接合部のボルト
は，3本以上設置することとする。参考書籍として，日本建築学会編「高力ボルト接合設計施工ガイドブック」
を用いた。
　接合部の形状および各部の寸法・記号を図 3・111に示す。
　ボルト群およびその図心，作用力については図 3・112に，ボルト群の図心および断面性能算定結果は表 3・47

図 3・111　接合部の形状および各部の寸法・記号
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N1：ボルトの間隔数 2（柱側）　　　 P1：ボルトのピッチ 50 mm（柱側）
N2：ボルトの間隔数 2（はり側）　　 P2：ボルトのピッチ 50 mm（はり側）
 ep：ボルトの端空き 25 mm　　　　Hh：ハンチ部の高さ 70 mm
Hp：プレートの有効高さ　Hp=2ep+［Hh－（P2－ep）］=95 mm
m 1：ボルト本数 3 本（柱側）
m 2：ボルト本数 3 本（はり側）
下式にて，ボルト 1 本あたりの負担せん断力Rを算出する
　　　　　R= （（Rx+Rq）2+（Ry+Rn）2）
　ここで，Rx, Ry：曲げによる等価せん断力

　　　　　Rx=M・　　（柱側）, 　　　（はり側）

　　　　　Ry=M・　　（柱側）, 　　　（はり側）

　　　　　Rq, Rn：ボルト1 本当たりの部分せん断力，部分軸力

　　　　　Rq=　　（柱側）, 　　（はり側）

　　　　　Rn=　　（柱側）, 　　（はり側）

　ここで，M, Q, N：曲げモーメント，せん断力，軸力（フレーム計算結果より）
　　　　　　 xm, ym：ボルト群の図心（柱側，はり側それぞれについて）
　　　　　　 　  Ip：ボルト群の断面性能（回転の拘束に寄与する性能）

　　　　 　Ip1=m1　　　　　　　　（柱側）

　　　　　 Ip2=m2　　　　　　　　（はり側）
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（ 4）　耐震支持材の接合部の検討
　A種 2.50 kN，L= 0.50 m，H= 1.00 m集中荷重
ａ　使 用 材 料

母材：L-50×50×6 材質：SS 400

B= 50 mm （部材幅） t 1 = 6 mm（板厚）
H= 50 mm （部材せい）
F=235.0 N/mm 2（基準強度）

flm=293.0 N/mm 2（長期許容支圧応力度）

ボルト：M 12 材質：強度区分 4.6

Ae= 84.3 mm 2 （ボルト有効断面積） d=12 mm（ボルト軸径）
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ｂ　接合部の計算
　建築センター指針では，溶接を基本としているが，ここでは，施工の省力化を目的とし，ボルト接合を剛接と
みなして計算を行う。なお，剛接とみなすためには，曲げに抵抗させることが肝要であるため，接合部のボルト
は，3本以上設置することとする。参考書籍として，日本建築学会編「高力ボルト接合設計施工ガイドブック」
を用いた。
　接合部の形状および各部の寸法・記号を図 3・111に示す。
　ボルト群およびその図心，作用力については図 3・112に，ボルト群の図心および断面性能算定結果は表 3・47
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母材側支圧強度：PBm=flm*d*t 1 = 18.6 kN

に示す。
ｃ　接合部検討

　接合部計算には，耐震支持材の計算にて算出した曲げモーメント，軸力，せん断力（表 3．46）を用いる。
［長期］　発生応力：M= 0.03 kN・m，N= 0.70 kN，Q= 0.00 kN

　表 3・48に示すとおり，前述の式にて Rx，Rq，Ry，Rnを算出し，それらの値を合成し，ボルト 1本あたりの
負担せん断力 R（単位：kN）を算出する。

表 3・48　ボルト 1本あたりの負担せん断力

位置 Rx［kN］ Rq［kN］ Ry［kN］ Rn［kN］ R［kN］

柱側ボルト群 0.3 0.0 0.0 0.2 0.4

はり側ボルト群 0.0 0.0 0.3 0.2 0.5

注�　上表より，ボルト 1本当たりの負担せん断力 Rの最大値：Max.（R）=Max.（0.4, 0.5）= 0.5 kN

　1）　プレート内部応力度に対する検討
　　　　　　曲げ応力度：sb=M/（tp*Hp

2 / 6）= 6.2 N/mm 2

　　　　　　　検定結果：sb/fb= 0.04≦ 1.0…OK

　　 

　2）　支圧応力度検討
　　　　母材側支圧強度：PBm=flm*d*t 1 = 21.1 kN

　　プレート側支圧強度：PBp=flp*d*tp= 11.2 kN

　　　　　　　検定結果：Max.（R）/Min.（PBm, PBp）= 0.04≦ 1.0…OK

　　 

　3）　ボルトせん断耐力検討
　　　ボルトせん断強度：PS=m*Ae*fsb= 7.8 kN

　　　　　　　検定結果：Max.（R）/PS = 0.06≦ 1.0…OK

　　 

［短期］　発生応力：M= 0.78 kN・m, N= 3.70 kN, Q= 0.80 kN

　表 3・49に示すとおり，前述の式にて Rx，Rq，Ry，Rnを算出し，それらの値を合成し，ボルト 1本あたりの
負担せん断力 R（単位：kN）を算出する。
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図 3・112　ボルト群および図心と作用力

表 3・47　ボルト群の図心および断面性能結果

位置
xm

［mm］
ym

［mm］
Ip

［本・mm 2］

柱側ボルト群 0.0 50.0 5 000.0 

はり側ボルト群 50.0 0.0 5 000.0
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プレート側支圧強度：PBp=flp*d*tp= 9.9 kN

に示す。
ｃ　接合部検討

　接合部計算には，耐震支持材の計算にて算出した曲げモーメント，軸力，せん断力（表 3．46）を用いる。
［長期］　発生応力：M= 0.03 kN・m，N= 0.70 kN，Q= 0.00 kN

　表 3・48に示すとおり，前述の式にて Rx，Rq，Ry，Rnを算出し，それらの値を合成し，ボルト 1本あたりの
負担せん断力 R（単位：kN）を算出する。

表 3・48　ボルト 1本あたりの負担せん断力

位置 Rx［kN］ Rq［kN］ Ry［kN］ Rn［kN］ R［kN］

柱側ボルト群 0.3 0.0 0.0 0.2 0.4

はり側ボルト群 0.0 0.0 0.3 0.2 0.5

注�　上表より，ボルト 1本当たりの負担せん断力 Rの最大値：Max.（R）=Max.（0.4, 0.5）= 0.5 kN

　1）　プレート内部応力度に対する検討
　　　　　　曲げ応力度：sb=M/（tp*Hp

2 / 6）= 6.2 N/mm 2

　　　　　　　検定結果：sb/fb= 0.04≦ 1.0…OK

　　 

　2）　支圧応力度検討
　　　　母材側支圧強度：PBm=flm*d*t 1 = 21.1 kN

　　プレート側支圧強度：PBp=flp*d*tp= 11.2 kN

　　　　　　　検定結果：Max.（R）/Min.（PBm, PBp）= 0.04≦ 1.0…OK

　　 

　3）　ボルトせん断耐力検討
　　　ボルトせん断強度：PS=m*Ae*fsb= 7.8 kN

　　　　　　　検定結果：Max.（R）/PS = 0.06≦ 1.0…OK

　　 

［短期］　発生応力：M= 0.78 kN・m, N= 3.70 kN, Q= 0.80 kN

　表 3・49に示すとおり，前述の式にて Rx，Rq，Ry，Rnを算出し，それらの値を合成し，ボルト 1本あたりの
負担せん断力 R（単位：kN）を算出する。
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表 3・47　ボルト群の図心および断面性能結果
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検定結果：Max.（R）/Min.（PBm, PBp）= 0.05≦ 1.0…OK

に示す。
ｃ　接合部検討

　接合部計算には，耐震支持材の計算にて算出した曲げモーメント，軸力，せん断力（表 3．46）を用いる。
［長期］　発生応力：M= 0.03 kN・m，N= 0.70 kN，Q= 0.00 kN

　表 3・48に示すとおり，前述の式にて Rx，Rq，Ry，Rnを算出し，それらの値を合成し，ボルト 1本あたりの
負担せん断力 R（単位：kN）を算出する。

表 3・48　ボルト 1本あたりの負担せん断力

位置 Rx［kN］ Rq［kN］ Ry［kN］ Rn［kN］ R［kN］

柱側ボルト群 0.3 0.0 0.0 0.2 0.4

はり側ボルト群 0.0 0.0 0.3 0.2 0.5

注�　上表より，ボルト 1本当たりの負担せん断力 Rの最大値：Max.（R）=Max.（0.4, 0.5）= 0.5 kN

　1）　プレート内部応力度に対する検討
　　　　　　曲げ応力度：sb=M/（tp*Hp

2 / 6）= 6.2 N/mm 2

　　　　　　　検定結果：sb/fb= 0.04≦ 1.0…OK

　　 

　2）　支圧応力度検討
　　　　母材側支圧強度：PBm=flm*d*t 1 = 21.1 kN

　　プレート側支圧強度：PBp=flp*d*tp= 11.2 kN

　　　　　　　検定結果：Max.（R）/Min.（PBm, PBp）= 0.04≦ 1.0…OK

　　 

　3）　ボルトせん断耐力検討
　　　ボルトせん断強度：PS=m*Ae*fsb= 7.8 kN

　　　　　　　検定結果：Max.（R）/PS = 0.06≦ 1.0…OK

　　 

［短期］　発生応力：M= 0.78 kN・m, N= 3.70 kN, Q= 0.80 kN

　表 3・49に示すとおり，前述の式にて Rx，Rq，Ry，Rnを算出し，それらの値を合成し，ボルト 1本あたりの
負担せん断力 R（単位：kN）を算出する。
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図 3・112　ボルト群および図心と作用力

表 3・47　ボルト群の図心および断面性能結果

位置
xm

［mm］
ym

［mm］
Ip

［本・mm 2］

柱側ボルト群 0.0 50.0 5 000.0 

はり側ボルト群 50.0 0.0 5 000.0
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母材側支圧強度：PBm=flm*d*t 1 * 1.5 = 27.9 kN

表 3・49　ボルト 1本あたりの負担せん断力

位置 Rx（kN） Rq（kN） Ry（kN） Rn（kN） R（kN）

柱側ボルト群 7.8 0.3 0.0 1.2 8.2 

はり側ボルト群 0.0 0.3 7.8 1.2 9.0 

注�　上表より，ボルト 1本当たりの負担せん断力 Rの最大値：Max.（R）=Max.（8.2, 9.0）= 9.0 kN

　1）　プレート内部応力度に対する検討
　　　　　　曲げ応力度：sb=M/（tp*Hp

2 / 6）= 162.0 N/mm 2

　　　　　　　検定結果：sb/fb= 0.69≦ 1.0…OK

　　 

　2）　支圧応力度検討
　　　　母材側支圧強度：PBm=flm*d*t 1 * 1.5 = 31.6 kN

　　プレート側支圧強度：PBp=flp*d*tp* 1.5 = 16.8 kN

　　　　　　　検定結果：Max.（R）/Min.（PBm, PBp）= 0.53≦ 1.0…OK

　　 

　3）　ボルトせん断耐力検討
　　　ボルトせん断強度：PS=m*Ae*fsb* 1.5 = 11.6 kN

　　　　　　　検定結果：Max.（R）/PS = 0.78≦ 1.0…OK
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プレート側支圧強度：PBp=flp*d*tp* 1.5 = 14.9 kN

表 3・49　ボルト 1本あたりの負担せん断力

位置 Rx（kN） Rq（kN） Ry（kN） Rn（kN） R（kN）

柱側ボルト群 7.8 0.3 0.0 1.2 8.2 

はり側ボルト群 0.0 0.3 7.8 1.2 9.0 

注�　上表より，ボルト 1本当たりの負担せん断力 Rの最大値：Max.（R）=Max.（8.2, 9.0）= 9.0 kN

　1）　プレート内部応力度に対する検討
　　　　　　曲げ応力度：sb=M/（tp*Hp

2 / 6）= 162.0 N/mm 2

　　　　　　　検定結果：sb/fb= 0.69≦ 1.0…OK

　　 

　2）　支圧応力度検討
　　　　母材側支圧強度：PBm=flm*d*t 1 * 1.5 = 31.6 kN

　　プレート側支圧強度：PBp=flp*d*tp* 1.5 = 16.8 kN

　　　　　　　検定結果：Max.（R）/Min.（PBm, PBp）= 0.53≦ 1.0…OK

　　 

　3）　ボルトせん断耐力検討
　　　ボルトせん断強度：PS=m*Ae*fsb* 1.5 = 11.6 kN

　　　　　　　検定結果：Max.（R）/PS = 0.78≦ 1.0…OK
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検定結果：Max.（R）/Min.（PBm, PBp）= 0.60≦ 1.0…OK

表 3・49　ボルト 1本あたりの負担せん断力

位置 Rx（kN） Rq（kN） Ry（kN） Rn（kN） R（kN）

柱側ボルト群 7.8 0.3 0.0 1.2 8.2 

はり側ボルト群 0.0 0.3 7.8 1.2 9.0 

注�　上表より，ボルト 1本当たりの負担せん断力 Rの最大値：Max.（R）=Max.（8.2, 9.0）= 9.0 kN

　1）　プレート内部応力度に対する検討
　　　　　　曲げ応力度：sb=M/（tp*Hp

2 / 6）= 162.0 N/mm 2

　　　　　　　検定結果：sb/fb= 0.69≦ 1.0…OK

　　 

　2）　支圧応力度検討
　　　　母材側支圧強度：PBm=flm*d*t 1 * 1.5 = 31.6 kN

　　プレート側支圧強度：PBp=flp*d*tp* 1.5 = 16.8 kN

　　　　　　　検定結果：Max.（R）/Min.（PBm, PBp）= 0.53≦ 1.0…OK

　　 

　3）　ボルトせん断耐力検討
　　　ボルトせん断強度：PS=m*Ae*fsb* 1.5 = 11.6 kN

　　　　　　　検定結果：Max.（R）/PS = 0.78≦ 1.0…OK
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fts=ft　x=fs

コンクリートの破壊耐力などの影響を受け，一般に設備で使用するような短小なアンカボルトでは，後者によっ
て定まることが多い。
　なお，せん断力については，コンクリートの影響が全くないとはいえないが，一般には表 4・1の許容せん断
応力度 fsの値を用いる。ただし，床上基礎の隅肉部，辺部に打設するアンカボルトの許容せん断力の扱いは，
表 4・7，4・8を参照のこと。

ｂ　引張力とせん断力とを同時に受けるアンカボルト
　設備機器類を建築構造体に固定する場合に使用するアンカボルトなどは，地震時にはせん断力と同時に転倒
モーメントによる引張力が作用することが多い。
　せん断力と引張力を同時に受けるリベットおよびアンカボルトの引張応力度 vtは，次式の fts以下としなけれ
ばならない。

vt≦ fts ……………（4・1）　
fts=1.4 ft-1.6 x　かつ　fts≦ ft　x≦ fs

　ここに，vt：アンカボルトの引張応力度［N/cm 2］
fts：引張りとせん断を同時に受けるアンカボルトの許容引張応力度［N/cm 2］
ft：アンカボルトの許容引張応力度［N/cm 2］
x： アンカボルトに作用するせん断応力度で，表 4・1に示す許容せん断応力度を超えることはできな
い。

（ 4）　各種アンカボルトとその特徴
　よく使用されているアンカボルトの種類を図 4・3，4・4に示す。

1）　アンカボルトなどは，その埋込みに際して周囲の鉄筋と固定したり，位置決めを兼ねた鋼材を利用するこ
とにより，許容引抜き力を向上させる有効な方法がある。

2）　次に示す配慮をすると実質的な引抜き力は，増加することが期待できる。
・配筋をかんざし状に長さ 100 mm以上に差す。
・鋼材（アングルなど）の補強は，アンカボルト間 100 mm以上の間隔をとる。
・底部アンカボルト部に丸形または角形鋼板補強をする。
・補強鋼板はナットの径の 2倍程度とする。

（a） （b） （c）
図 4・4　有効なアンカボルトの例

（e） （ f） （g）

形 形（a）

（e） （ f） （g）

（b） （c） （d）形 形（a）

（e） （ f） （g）

（b） （c） （d）形 形（a）

（e） （ f） （g）

（b） （c） （d）形 形（a）

（e） （ f） （g）

（b） （c） （d）（a） JA形アンカボルト （b） ヘッド付きアンカボルト （c） ヘッド付きアンカボルト （d） Ｊ形＋配筋付きアンカボルト
図 4・3　アンカボルトの例
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p：コンクリートの設計基準強度による補整強度係数

表 4・6⒜　 埋込みアンカボルト，樹脂アンカボ
ルトの打設間隔による許容引抜き力
の低減率

表 4・6⒝　 埋込み J形・JA形アンカボルト，埋込みヘッド
付きアンカボルトおよびおねじ形メカニカルアン
カボルトの打設間隔による許容引抜き力の低減率

アンカボルトの本数 低減率 h アンカボルトの本数 低減率 h

2本 2本

3または 4本 3または 4本

注　1）　P：アンカボルトの打設間隔
　　d：アンカボルトの呼び径
2）　10 d≧ P≧ 5 dとする。

注　1）　P：アンカボルトの打設間隔
　　L：アンカボルトの埋込み長さ
2）　2 L≧ P≧ Lとする。

表 4・6⒞　 箱抜きアンカボルトの箱外間寸法による許容引抜き
力の低減率

アンカボルトの本数 低減率 h

2本 A
104本

注　1）　A：箱抜きアンカボルトの箱外間寸法［cm］
　　2）　10 cm≧ A≧ 5 cmとする。

表 4・7　基礎の隅角部や辺部に打設されたアンカボルトなどのせん断力

設置場所：堅固な基礎（隅角部，辺部）

次の計算によってアンカボルトの短期許容せん断力 Qaを求め，いずれか小さな値とする。
 ……………（a）　
Qa= 3 rC（C＋ d）p ……………（b）　

ここに，d：アンカボルトの呼び径［cm］
 fs：せん断のみを受けるアンカボルトの許容せん断応力度（SS 400の場合，fs= 13.2 kN/cm2）
 C：アンカボルト中心から基礎辺部までの距離［cm］（ただし，C-d/2≧ 5 cmとする）
 p：コンクリートの設計基準強度による補正係数

 とする。
  Fc：コンクリートの設計基準強度［kN/cm2］（通常は 1.8 kN/cm2とする）

注　1）　L≧ 6 dとする（d：アンカボルトの呼び径）
2）　h≧ Cとする。なお，h＜ Cの場合は式（b）による。
3）　第一種，第二種軽量コンクリートが使用されている場合は，10％程度余裕のある選定を行うこと。

d
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1 2 80# +a k .

L
P

10
1 2 5 5# +a k

d
P

100
1 6 40# +a k

L
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1 5#a k

Q d f
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6
1

30 100
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nim ,p
F F

K
6
1

30
49

100
c c= +a k

表 4・6⒜　 埋込みアンカボルト，樹脂アンカボ
ルトの打設間隔による許容引抜き力
の低減率

表 4・6⒝　 埋込み J形・JA形アンカボルト，埋込みヘッド
付きアンカボルトおよびおねじ形メカニカルアン
カボルトの打設間隔による許容引抜き力の低減率

アンカボルトの本数 低減率 h アンカボルトの本数 低減率 h

2本 2本

3または 4本 3または 4本

注　1）　P：アンカボルトの打設間隔
　　d：アンカボルトの呼び径
2）　10 d≧ P≧ 5 dとする。

注　1）　P：アンカボルトの打設間隔
　　L：アンカボルトの埋込み長さ
2）　2 L≧ P≧ Lとする。

表 4・6⒞　 箱抜きアンカボルトの箱外間寸法による許容引抜き
力の低減率

アンカボルトの本数 低減率 h

2本 A
104本

注　1）　A：箱抜きアンカボルトの箱外間寸法［cm］
　　2）　10 cm≧ A≧ 5 cmとする。

表 4・7　基礎の隅角部や辺部に打設されたアンカボルトなどのせん断力

設置場所：堅固な基礎（隅角部，辺部）

次の計算によってアンカボルトの短期許容せん断力 Qaを求め，いずれか小さな値とする。
 ……………（a）　
Qa= 3 rC（C＋ d）p ……………（b）　

ここに，d：アンカボルトの呼び径［cm］
 fs：せん断のみを受けるアンカボルトの許容せん断応力度（SS 400の場合，fs= 13.2 kN/cm2）
 C：アンカボルト中心から基礎辺部までの距離［cm］（ただし，C-d/2≧ 5 cmとする）
 p：コンクリートの設計基準強度による補正係数

 とする。
  Fc：コンクリートの設計基準強度［kN/cm2］（通常は 1.8 kN/cm2とする）

注　1）　L≧ 6 dとする（d：アンカボルトの呼び径）
2）　h≧ Cとする。なお，h＜ Cの場合は式（b）による。
3）　第一種，第二種軽量コンクリートが使用されている場合は，10％程度余裕のある選定を行うこと。
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Fc：コンクリートの設計基準強度［N/cm2］（通常は 1.8 kN/cm2とする）

表 4・6⒜　 埋込みアンカボルト，樹脂アンカボ
ルトの打設間隔による許容引抜き力
の低減率

表 4・6⒝　 埋込み J形・JA形アンカボルト，埋込みヘッド
付きアンカボルトおよびおねじ形メカニカルアン
カボルトの打設間隔による許容引抜き力の低減率

アンカボルトの本数 低減率 h アンカボルトの本数 低減率 h

2本 2本

3または 4本 3または 4本

注　1）　P：アンカボルトの打設間隔
　　d：アンカボルトの呼び径
2）　10 d≧ P≧ 5 dとする。

注　1）　P：アンカボルトの打設間隔
　　L：アンカボルトの埋込み長さ
2）　2 L≧ P≧ Lとする。

表 4・6⒞　 箱抜きアンカボルトの箱外間寸法による許容引抜き
力の低減率

アンカボルトの本数 低減率 h

2本 A
104本

注　1）　A：箱抜きアンカボルトの箱外間寸法［cm］
　　2）　10 cm≧ A≧ 5 cmとする。

表 4・7　基礎の隅角部や辺部に打設されたアンカボルトなどのせん断力

設置場所：堅固な基礎（隅角部，辺部）

次の計算によってアンカボルトの短期許容せん断力 Qaを求め，いずれか小さな値とする。
 ……………（a）　
Qa= 3 rC（C＋ d）p ……………（b）　

ここに，d：アンカボルトの呼び径［cm］
 fs：せん断のみを受けるアンカボルトの許容せん断応力度（SS 400の場合，fs= 13.2 kN/cm2）
 C：アンカボルト中心から基礎辺部までの距離［cm］（ただし，C-d/2≧ 5 cmとする）
 p：コンクリートの設計基準強度による補正係数

 とする。
  Fc：コンクリートの設計基準強度［kN/cm2］（通常は 1.8 kN/cm2とする）

注　1）　L≧ 6 dとする（d：アンカボルトの呼び径）
2）　h≧ Cとする。なお，h＜ Cの場合は式（b）による。
3）　第一種，第二種軽量コンクリートが使用されている場合は，10％程度余裕のある選定を行うこと。
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表 4・6⒜　 埋込みアンカボルト，樹脂アンカボ
ルトの打設間隔による許容引抜き力
の低減率

表 4・6⒝　 埋込み J形・JA形アンカボルト，埋込みヘッド
付きアンカボルトおよびおねじ形メカニカルアン
カボルトの打設間隔による許容引抜き力の低減率

アンカボルトの本数 低減率 h アンカボルトの本数 低減率 h

2本 2本

3または 4本 3または 4本

注　1）　P：アンカボルトの打設間隔
　　d：アンカボルトの呼び径
2）　10 d≧ P≧ 5 dとする。

注　1）　P：アンカボルトの打設間隔
　　L：アンカボルトの埋込み長さ
2）　2 L≧ P≧ Lとする。

表 4・6⒞　 箱抜きアンカボルトの箱外間寸法による許容引抜き
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アンカボルトの本数 低減率 h

2本 A
104本

注　1）　A：箱抜きアンカボルトの箱外間寸法［cm］
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表 4・7　基礎の隅角部や辺部に打設されたアンカボルトなどのせん断力

設置場所：堅固な基礎（隅角部，辺部）

次の計算によってアンカボルトの短期許容せん断力 Qaを求め，いずれか小さな値とする。
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ここに，d：アンカボルトの呼び径［cm］
 fs：せん断のみを受けるアンカボルトの許容せん断応力度（SS 400の場合，fs= 13.2 kN/cm2）
 C：アンカボルト中心から基礎辺部までの距離［cm］（ただし，C-d/2≧ 5 cmとする）
 p：コンクリートの設計基準強度による補整強度係数

 とする。
                       Fc：コンクリートの設計基準強度［N/cm2］（通常は 1.8 kN/cm2とする）
                       K：単位における補正係数（コンクリート強度 1 800 N/cm2 = 1.8 kN）
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3）　第一種，第二種軽量コンクリートが使用されている場合は，10％程度余裕のある選定を行うこと。
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fc： 鉄筋コンクリートに対する短期許容付着応力度［kN/cm 2

〔=（0.9）Fc，かつ，0.200 kN/cm 2以下〕
］

4. 4　各種アンカボルトの許容引抜き力の計算式

　以下に，各種アンカボルトの許容引抜き力の計算式を示す。いずれの場合も，ボルトのせん断応力度が
4 410 N/cm 2＊（44.1 N/mm 2）（SS 400の場合）を超える場合は，式（4・1）または図 4・6などによってボルトの組合
せ応力の検討を行い，さらに表 4・2によるボルトの許容引張応力度を超えないことを確認する必要がある。
　一般に，床スラブ上面にアンカボルトを埋め込む場合，アンカボルト 1本あたり 11 700 Nを超える引抜き力
は負担できないものとして，頭打ちを設ける。また，床スラブ上面では常時は引抜き力が作用しておらず，地震
力が作用したときのみであるので，短期許容引抜き力を使用する。一般に床スラブ下面やコンクリート壁面に埋
め込まれたアンカボルトには，常時引抜き力が作用しているので，短期許容引抜き力の値を 1/1.5倍した長期許
容引抜き力の値を採用するものとする。さらに，1本あたり 7 840 Nを超える引抜き力は負担できないものとす
る。ただし，地震荷重のみについて検討する場合は，短期許容引抜き力による。また，アンカボルト径を d，埋
込み深さあるいは有効埋込み深さを lとした場合は，l≧ 6 dとすることが望ましいので，l＜ 6 dは原則として
使用しない。
　次に，第一種，第二種軽量コンクリートが使用される場合は，１割程度余裕のある選定を行う。この関係を図
4・16に示す。
（ 1）　埋込み L形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・17）
　L形アンカボルトでは，実験によればコンクリートの破断の前に棒状にすっぽ抜けることが多い。そこで，L

形アンカボルトの引抜き力は，ボルト表面とコンクリートとの付着力によって決まり，その許容引抜き力は次式
で得られる。

Ta=rd l fc ……………（4・2）　
　ここに，Ta：アンカボルトの短期許容引抜き力［kN］

d：アンカボルトの呼び径
l： アンカボルトの有効埋込み長さ［cm］コンクリート基礎表面から 20 mm入った所からの深さをい
う。

fc： 鉄筋コンクリートに対する短期許容付着応力度［kN/cm 2］〔=（0.09）Fc，かつ，0.200 kN/cm 2以下〕
Fc：コンクリートの設計基準強度（通常 1.8）［kN/cm 2］

　なお，基礎の隅角部，辺部に打設されたアンカボルトについては，次式（4・3）と式（4・2）を比較して，小さいほ
うの値を短期許容引抜き力とする。

Ta= 6 rC 2･p ……………（4・3）　
　ここに，C：アンカボルト中心から基礎辺部までの距離［cm］

＊ 　式（4・1），すなわち fts=1.4 ft-1.6τ，fts≦ ft　x≦ fsにおいて ft=17.6 kN/cm 2を代入してτを求めている。ボルト（SS 400の場
合）の組合せ応力における fts，τの関係を図 4・16に示す。

図 4・16 図 4・17　埋込み L形アンカボルト
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（ 1）　埋込み L形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・17）
　L形アンカボルトでは，実験によればコンクリートの破断の前に棒状にすっぽ抜けることが多い。そこで，L

形アンカボルトの引抜き力は，ボルト表面とコンクリートとの付着力によって決まり，その許容引抜き力は次式
で得られる。

Ta=rd l fc ……………（4・2）　
　ここに，Ta：アンカボルトの短期許容引抜き力［kN］

d：アンカボルトの呼び径
l： アンカボルトの有効埋込み長さ［cm］コンクリート基礎表面から 20 mm入った所からの深さをい
う。

fc： 鉄筋コンクリートに対する短期許容付着応力度［kN/cm 2］〔=（0.09）Fc，かつ，0.200 kN/cm 2以下〕
Fc：コンクリートの設計基準強度（通常 1.8）［kN/cm 2］

　なお，基礎の隅角部，辺部に打設されたアンカボルトについては，次式（4・3）と式（4・2）を比較して，小さいほ
うの値を短期許容引抜き力とする。

Ta= 6 rC 2･p ……………（4・3）　
　ここに，C：アンカボルト中心から基礎辺部までの距離［cm］

＊ 　式（4・1），すなわち fts=1.4 ft-1.6τ，fts≦ ft　x≦ fsにおいて ft=17.6 kN/cm 2を代入してτを求めている。ボルト（SS 400の場
合）の組合せ応力における fts，τの関係を図 4・16に示す。
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＊ 　式（4・1），すなわち fts=1.4 ft-1.6τ，fts≦ ft　x=fsにおいて fts= =ft

18.0 kN/cm 2を代入してτを求めている。
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　以下に，各種アンカボルトの許容引抜き力の計算式を示す。いずれの場合も，ボルトのせん断応力度が
4 410 N/cm 2＊（44.1 N/mm 2）（SS 400の場合）を超える場合は，式（4・1）または図 4・6などによってボルトの組合
せ応力の検討を行い，さらに表 4・2によるボルトの許容引張応力度を超えないことを確認する必要がある。
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　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
　ここに，p：コンクリートの設計基準度による補正係数

p=　min（　 ，0.05+　 ）・a
a： 単位修正係数（コンクリートの Fc値 1.8 kN/cm 2のとき a：100，1 800 N/cm 2のとき a：0.1）と
する。Fcが 1.8 kN/cm 2のときは p= 1となる。

　（ 2）　埋込みヘッド付きアンカボルトの許容引抜き力（図 4・18）
　ヘッド付きアンカボルトが所定の位置に設定されているとき，引抜き
破断は，コンクリートのパンチングシアによるか，あるいは十分に埋め
込まれているときは，アンカボルト切断による。使用する際は，アンカ
ボルトの短期許容引抜き力を求める。
　コンクリート破断が生ずる場合の引抜き力を Fpとすれば次式となる。

Fp=K（　 ，0.05+　 ）S・a
　ここに，K： （Fc/ 30）・aまたは（0.05+Fc/100）・aの値としたときの破

断に至る係数で，2.0程度とされている。
 Fc： コンクリートの設計基準強度［kN/cm 2］ 

通常は 1.8 kN/cm 2とする。Fc/30または（0.05 +Fc/100）は，コンクリートの長期許容せん断応
力度に相当する。

 S： パンチングシアのときの面積 

コーン状の円すいの広がり角を iとすれば，次式となる。 

/
/

cos
tanS L L B

2
1 2r
i

i +=
]

]
g

g" ,

　ここに，L：ヘッド手前までの埋込み長さ［cm］
B：ヘッドの幅［cm］
i：広がり角（90°が一般にとられる）

　i= 90°のとき，上式は次式となる。

　いま Fc= 1.8 kN/cm 2のとき，K=2.0となれば次式となる。
2 6F L L B2p # := +r a] g

　許容引抜き力は，コンクリート破断時引抜き力の下限値の係数（施工上の精度による下限値の割引率）を 3/4，
繰返し疲労などの安全を考慮した割引率を 1/2とすれば，短期許容引抜き力 Taは次式となる（Fc=1.8 kN/cm 2

のとき）。

2 6 1.06 6LT L B L L B
4
3

2
1 2 100a # # # : # :+= = +r a r ]] ]gg g

1.06を 1.0に丸めると，
Ta= 6 rL（L+B）・a

となり，コンクリートの設計基準強度による補正強度を pとすれば，次式を得る。
Ta= 6 rL（L+B）p・（100） ……………（4・4）　

　ここに，

.minp
F F

6
1

30
0 5

100
100c c := +，a ]k g

（Fc=1.8 kN/cm 2のときは p= 1となる）
　式（4・4）は，コンクリート破断を生ずる場合のヘッド付きアンカボルトの短期許容引抜き力［N］である。

1
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図 4・18　埋込みヘッド付きアンカボルト
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　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
　ここに，p：コンクリートの設計基準強度による補正係数

p=　min（　 ，0.05+　 ）
注）　式（4・3）の定数 “ 6 ” は，コンクリートの設計基準強度を旧単位系で Fc= 180 kgf/cm 2とした場合の長期許
容せん断応力度 Fc/ 30の値で，SI単位系への変換ならびに基準強度がこれと異なる場合は補正係数 “ p ” にて変
換・補正される。
　（ 2）　埋込みヘッド付きアンカボルトの許容引抜き力（図 4・18）
　ヘッド付きアンカボルトが所定の位置に設定されているとき，引抜き
破断は，コンクリートのパンチングシアによるか，あるいは十分に埋め
込まれているときは，アンカボルト切断による。使用する際は，アンカ
ボルトの短期許容引抜き力を求める。
　コンクリート破断が生ずる場合の引抜き力を Fpとすれば次式となる。

Fp=K（　 ，0.05+　 ）S
　ここに，K： （Fc/ 30）または（0.05+Fc/100）の値としたときの破断に

至る係数で，2.0程度とされている。
 Fc： コンクリートの設計基準強度［kN/cm 2］ 

通常は 1.8 kN/cm 2とする。Fc/30または（0.05 +Fc/100）は，コンクリートの長期許容せん断応
力度に相当する。

 S： パンチングシアのときの面積 

コーン状の円すいの広がり角を iとすれば，次式となる。 
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　ここに，L：ヘッド手前までの埋込み長さ［cm］
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Fp=2#　　# 2 rL]L+Bg30
1.8

　許容引抜き力は，コンクリート破断時引抜き力の下限値の係数（施工上の精度による下限値の割引率）を 3/4，
繰返し疲労などの安全を考慮した割引率を 1/2とすれば，短期許容引抜き力 Taは次式となる（Fc=1.8 kN/cm 2
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となり，コンクリートの設計基準強度が 1.8 kN/cm 2と異なる場合の補正強度を pとすれば，次式を得る。
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破断は，コンクリートのパンチングシアによるか，あるいは十分に埋め
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通常は 1.8 kN/cm 2とする。Fc/30または（0.05 +Fc/100）は，コンクリートの長期許容せん断応
力度に相当する。

 S： パンチングシアのときの面積 

コーン状の円すいの広がり角を iとすれば，次式となる。 
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　ここに，L：ヘッド手前までの埋込み長さ［cm］
B：ヘッドの幅［cm］
i：広がり角（90°が一般にとられる）

　i= 90°のとき，上式は次式となる。

　いま Fc= 1.8 kN/cm 2のとき，K=2.0となれば次式となる。
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　許容引抜き力は，コンクリート破断時引抜き力の下限値の係数（施工上の精度による下限値の割引率）を 3/4，
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（Fc=1.8 kN/cm 2のときは p= 1となる）
　式（4・4）は，コンクリート破断を生ずる場合のヘッド付きアンカボルトの短期許容引抜き力［N］である。
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　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
　ここに，p：コンクリートの設計基準度による補正係数
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a： 単位修正係数（コンクリートの Fc値 1.8 kN/cm 2のとき a：100，1 800 N/cm 2のとき a：0.1）と
する。Fcが 1.8 kN/cm 2のときは p= 1となる。

　（ 2）　埋込みヘッド付きアンカボルトの許容引抜き力（図 4・18）
　ヘッド付きアンカボルトが所定の位置に設定されているとき，引抜き
破断は，コンクリートのパンチングシアによるか，あるいは十分に埋め
込まれているときは，アンカボルト切断による。使用する際は，アンカ
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　ここに，K： （Fc/ 30）・aまたは（0.05+Fc/100）・aの値としたときの破

断に至る係数で，2.0程度とされている。
 Fc： コンクリートの設計基準強度［kN/cm 2］ 

通常は 1.8 kN/cm 2とする。Fc/30または（0.05 +Fc/100）は，コンクリートの長期許容せん断応
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　ここに，L：ヘッド手前までの埋込み長さ［cm］
B：ヘッドの幅［cm］
i：広がり角（90°が一般にとられる）

　i= 90°のとき，上式は次式となる。

　いま Fc= 1.8 kN/cm 2のとき，K=2.0となれば次式となる。
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　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
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p=　min（　 ，0.05+　 ）・a
a： 単位修正係数（コンクリートの Fc値 1.8 kN/cm 2のとき a：100，1 800 N/cm 2のとき a：0.1）と
する。Fcが 1.8 kN/cm 2のときは p= 1となる。

　（ 2）　埋込みヘッド付きアンカボルトの許容引抜き力（図 4・18）
　ヘッド付きアンカボルトが所定の位置に設定されているとき，引抜き
破断は，コンクリートのパンチングシアによるか，あるいは十分に埋め
込まれているときは，アンカボルト切断による。使用する際は，アンカ
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　ここに，K： （Fc/ 30）・aまたは（0.05+Fc/100）・aの値としたときの破

断に至る係数で，2.0程度とされている。
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通常は 1.8 kN/cm 2とする。Fc/30または（0.05 +Fc/100）は，コンクリートの長期許容せん断応
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　ここに，L：ヘッド手前までの埋込み長さ［cm］
B：ヘッドの幅［cm］
i：広がり角（90°が一般にとられる）

　i= 90°のとき，上式は次式となる。

　いま Fc= 1.8 kN/cm 2のとき，K=2.0となれば次式となる。
2 6F L L B2p # := +r a] g
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　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
　ここに，p：コンクリートの設計基準強度による補正係数

p=　min（　 ，0.05+　 ）
注）　式（4・3）の定数 “ 6 ” は，コンクリートの設計基準強度を旧単位系で Fc= 180 kgf/cm 2とした場合の長期許
容せん断応力度 Fc/ 30の値で，SI単位系への変換ならびに基準強度がこれと異なる場合は補正係数 “ p ” にて変
換・補正される。
　（ 2）　埋込みヘッド付きアンカボルトの許容引抜き力（図 4・18）
　ヘッド付きアンカボルトが所定の位置に設定されているとき，引抜き
破断は，コンクリートのパンチングシアによるか，あるいは十分に埋め
込まれているときは，アンカボルト切断による。使用する際は，アンカ
ボルトの短期許容引抜き力を求める。
　コンクリート破断が生ずる場合の引抜き力を Fpとすれば次式となる。

Fp=K（　 ，0.05+　 ）S
　ここに，K： （Fc/ 30）または（0.05+Fc/100）の値としたときの破断に

至る係数で，2.0程度とされている。
 Fc： コンクリートの設計基準強度［kN/cm 2］ 

通常は 1.8 kN/cm 2とする。Fc/30または（0.05 +Fc/100）は，コンクリートの長期許容せん断応
力度に相当する。
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　ここに，L：ヘッド手前までの埋込み長さ［cm］
B：ヘッドの幅［cm］
i：広がり角（90°が一般にとられる）

　i= 90°のとき，上式は次式となる。

　いま Fc= 1.8 kN/cm 2のとき，K=2.0となれば次式となる。
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　許容引抜き力は，コンクリート破断時引抜き力の下限値の係数（施工上の精度による下限値の割引率）を 3/4，
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　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
　ここに，p：コンクリートの設計基準強度による補正係数

p=　min（　 ，0.05+　 ）
注）　式（4・3）の定数 “ 6 ” は，コンクリートの設計基準強度を旧単位系で Fc= 180 kgf/cm 2とした場合の長期許
容せん断応力度 Fc/ 30の値で，SI単位系への変換ならびに基準強度がこれと異なる場合は補正係数 “ p ” にて変
換・補正される。
　（ 2）　埋込みヘッド付きアンカボルトの許容引抜き力（図 4・18）
　ヘッド付きアンカボルトが所定の位置に設定されているとき，引抜き
破断は，コンクリートのパンチングシアによるか，あるいは十分に埋め
込まれているときは，アンカボルト切断による。使用する際は，アンカ
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コーン状の円すいの広がり角を iとすれば，次式となる。 

/
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cos
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　ここに，L：ヘッド手前までの埋込み長さ［cm］
B：ヘッドの幅［cm］
i：広がり角（90°が一般にとられる）

　i= 90°のとき，上式は次式となる。

　いま Fc= 1.8 kN/cm 2のとき，K=2.0となれば次式となる。

Fp=2#　　# 2 rL]L+Bg30
1.8

　許容引抜き力は，コンクリート破断時引抜き力の下限値の係数（施工上の精度による下限値の割引率）を 3/4，
繰返し疲労などの安全を考慮した割引率を 1/2とすれば，短期許容引抜き力 Taは次式となる（Fc=1.8 kN/cm 2

のとき）。

Ta=　# #2# # 2 rL ]L+Bg=1.06#0.06rL ]L+Bg
4
3

2
1

30
1.8

1.06を 1.0に丸めると，
Ta= 0.06 rL（L+B）

となり，コンクリートの設計基準強度が 1.8 kN/cm 2と異なる場合の補正強度を pとすれば，次式を得る。
Ta= 6 rL（L+B）p ……………（4・4）　

　ここに，
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　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
　ここに，p：コンクリートの設計基準強度による補正係数

p=　min（　 ，0.05+　 ）
注）　式（4・3）の定数 “ 6 ” は，コンクリートの設計基準強度を旧単位系で Fc= 180 kgf/cm 2とした場合の長期許
容せん断応力度 Fc/ 30の値で，SI単位系への変換ならびに基準強度がこれと異なる場合は補正係数 “ p ” にて変
換・補正される。
　（ 2）　埋込みヘッド付きアンカボルトの許容引抜き力（図 4・18）
　ヘッド付きアンカボルトが所定の位置に設定されているとき，引抜き
破断は，コンクリートのパンチングシアによるか，あるいは十分に埋め
込まれているときは，アンカボルト切断による。使用する際は，アンカ
ボルトの短期許容引抜き力を求める。
　コンクリート破断が生ずる場合の引抜き力を Fpとすれば次式となる。

Fp=K（　 ，0.05+　 ）S
　ここに，K： （Fc/ 30）または（0.05+Fc/100）の値としたときの破断に

至る係数で，2.0程度とされている。
 Fc： コンクリートの設計基準強度［kN/cm 2］ 

通常は 1.8 kN/cm 2とする。Fc/30または（0.05 +Fc/100）は，コンクリートの長期許容せん断応
力度に相当する。

 S： パンチングシアのときの面積 

コーン状の円すいの広がり角を iとすれば，次式となる。 

/
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i= +
]

]
g

g" ,

　ここに，L：ヘッド手前までの埋込み長さ［cm］
B：ヘッドの幅［cm］
i：広がり角（90°が一般にとられる）

　i= 90°のとき，上式は次式となる。

　いま Fc= 1.8 kN/cm 2のとき，K=2.0となれば次式となる。

Fp=2#　　# 2 rL]L+Bg30
1.8

　許容引抜き力は，コンクリート破断時引抜き力の下限値の係数（施工上の精度による下限値の割引率）を 3/4，
繰返し疲労などの安全を考慮した割引率を 1/2とすれば，短期許容引抜き力 Taは次式となる（Fc=1.8 kN/cm 2

のとき）。

Ta=　# #2# # 2 rL ]L+Bg=1.06#0.06rL ]L+Bg
4
3

2
1

30
1.8

1.06を 1.0に丸めると，
Ta= 0.06 rL（L+B）

となり，コンクリートの設計基準強度が 1.8 kN/cm 2と異なる場合の補正強度を pとすれば，次式を得る。
Ta= 6 rL（L+B）p ……………（4・4）　

　ここに，
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（ 3 ）
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最下行
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式（4・5） Ta= 6 rC 2 p・a 

（Fc=1.8 kN/cm 2のときは p= 0.01となる）
　式（4・4）は，コンクリート破断を生ずる場合のヘッド付きアンカボルトの短期許容引抜き力［kN］である。
　なお，基礎の隅角部や辺部に打設されたアンカボルトについては，アンカボルトの中心より基礎辺部までの距
離 Cが，C≦ L+Bの場合，式（4・5）または式（4・6）で短期許容引抜き力を求める。
　　a　L≦ C+hの場合

Ta= 6 rC 2 p ……………（4・5）　
　　b　L＞ C+hの場合

Ta= 6 r（L-h）2 p ……………（4・6）　
　ここに，C：アンカボルトの中心から基礎辺部までの距離［cm］

ただし，L+B≧ C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
h：基礎の盛上げ高さ［cm］

　日本建築学会の頭付きアンカボルトの 1本あたりの長期許容引抜き力 Pa1とすれば，解説式は次式となる。

P
F A

100
a

c c
1

1
=
z

　ここに，z 1：低減係数（長期許容引抜き力用 0.4，短期許容引抜き力用 0.6）
Fc：コンクリートの設計基準強度 1.8 kN/cm 2

Ac：コーン状破断面の床面に対する有効水平投影面積（i= 90°の場合，rL（L+B））［cm 2］
　一方，コンクリートに支圧強度とヘッド面積で，支圧強度によって決まる場合の長期許容引抜き力があるが，
支圧応力度 vb≦ 2.0 kN/cm 2のときは，コーン破壊の側で決まり，支圧耐力には影響を及ぼさないことから，こ
こでは言及しない。
（ 3）　埋込み J形・JA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・19）
　J形・JA形では，L寸法の埋込み長さを J状のフットの内のりまでの深さとする。このときの Lを用い，ア
ンカボルトの短期許容引抜き力 Taを求めるが，さらに表 4・2によってボルトの強度確認を行い，ボルトの許容
引張応力度を超えないことを確認する。

Ta= 6 rL 2 p ……………（4・7）　
　ここに，p：式（4・6）の pと同じ（コンクリート Fc=1.8 kN/cm 2）
　式（4・7）の考え方は，ヘッド付きアンカボルトの式（4・6）と全く同じなので，前項を参照されたい。
（ 4）　箱抜き L形・LA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・20）
　箱抜きのアンカボルトでは，後打ちコンクリート部分全体に引抜き力が働くため，側壁の付着力によってアン
カボルトの引抜き力が定まる。また，L形・LA形アンカボルトでは，後打ちコンクリート内でアンカボルトが
すっぽ抜けることもあるため，次式の側壁の付着力による Taと式（4・2）による Taを比較し，小さいほうを短期
許容引抜き力とする。なお，ボルトのせん断応力度が 4.4 kN/cm 2（SS 400の場合）を超える場合は，4. 2. 1の解
説（ 3）b による組合せ応力の検討が必要なこと，さらに，表 4・2によるボルトの許容引張応力度を超えないこ
とを確認する必要がある。

図 4・19　埋込み J形アンカボルト 図 4・20　箱抜き L形アンカボルト
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式（4・6） Ta= 6 r（L-h）2 p・a 

（Fc=1.8 kN/cm 2のときは p= 0.01となる）
　式（4・4）は，コンクリート破断を生ずる場合のヘッド付きアンカボルトの短期許容引抜き力［kN］である。
　なお，基礎の隅角部や辺部に打設されたアンカボルトについては，アンカボルトの中心より基礎辺部までの距
離 Cが，C≦ L+Bの場合，式（4・5）または式（4・6）で短期許容引抜き力を求める。
　　a　L≦ C+hの場合

Ta= 6 rC 2 p ……………（4・5）　
　　b　L＞ C+hの場合

Ta= 6 r（L-h）2 p ……………（4・6）　
　ここに，C：アンカボルトの中心から基礎辺部までの距離［cm］

ただし，L+B≧ C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
h：基礎の盛上げ高さ［cm］

　日本建築学会の頭付きアンカボルトの 1本あたりの長期許容引抜き力 Pa1とすれば，解説式は次式となる。

P
F A

100
a

c c
1

1
=
z

　ここに，z 1：低減係数（長期許容引抜き力用 0.4，短期許容引抜き力用 0.6）
Fc：コンクリートの設計基準強度 1.8 kN/cm 2

Ac：コーン状破断面の床面に対する有効水平投影面積（i= 90°の場合，rL（L+B））［cm 2］
　一方，コンクリートに支圧強度とヘッド面積で，支圧強度によって決まる場合の長期許容引抜き力があるが，
支圧応力度 vb≦ 2.0 kN/cm 2のときは，コーン破壊の側で決まり，支圧耐力には影響を及ぼさないことから，こ
こでは言及しない。
（ 3）　埋込み J形・JA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・19）
　J形・JA形では，L寸法の埋込み長さを J状のフットの内のりまでの深さとする。このときの Lを用い，ア
ンカボルトの短期許容引抜き力 Taを求めるが，さらに表 4・2によってボルトの強度確認を行い，ボルトの許容
引張応力度を超えないことを確認する。

Ta= 6 rL 2 p ……………（4・7）　
　ここに，p：式（4・6）の pと同じ（コンクリート Fc=1.8 kN/cm 2）
　式（4・7）の考え方は，ヘッド付きアンカボルトの式（4・6）と全く同じなので，前項を参照されたい。
（ 4）　箱抜き L形・LA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・20）
　箱抜きのアンカボルトでは，後打ちコンクリート部分全体に引抜き力が働くため，側壁の付着力によってアン
カボルトの引抜き力が定まる。また，L形・LA形アンカボルトでは，後打ちコンクリート内でアンカボルトが
すっぽ抜けることもあるため，次式の側壁の付着力による Taと式（4・2）による Taを比較し，小さいほうを短期
許容引抜き力とする。なお，ボルトのせん断応力度が 4.4 kN/cm 2（SS 400の場合）を超える場合は，4. 2. 1の解
説（ 3）b による組合せ応力の検討が必要なこと，さらに，表 4・2によるボルトの許容引張応力度を超えないこ
とを確認する必要がある。

図 4・19　埋込み J形アンカボルト 図 4・20　箱抜き L形アンカボルト
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10 行目 日本建築学会の頭付きアンカボルトの 1本あたりの長期許容引抜き力 Pa1と
すれば…

日本建築学会編"各種合成構造設計指針・同解説（2010）”の頭付きアンカボル
トの 1本あたりの許容引抜き力 Pa1［kN］とすれば…

12 行目 （長期許容引抜き力用 0.4，短期許容引抜き力用 0.6） （長期許容引抜き力用 1/3，短期許容引抜き力用 2/3）

14～15行目

式（4・7） Ta= 6 rL 2 p・a 

（Fc=1.8 kN/cm 2のときは p= 0.01となる）
　式（4・4）は，コンクリート破断を生ずる場合のヘッド付きアンカボルトの短期許容引抜き力［kN］である。
　なお，基礎の隅角部や辺部に打設されたアンカボルトについては，アンカボルトの中心より基礎辺部までの距
離 Cが，C≦ L+Bの場合，式（4・5）または式（4・6）で短期許容引抜き力を求める。
　　a　L≦ C+hの場合

Ta= 6 rC 2 p ……………（4・5）　
　　b　L＞ C+hの場合

Ta= 6 r（L-h）2 p ……………（4・6）　
　ここに，C：アンカボルトの中心から基礎辺部までの距離［cm］

ただし，L+B≧ C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
h：基礎の盛上げ高さ［cm］

　日本建築学会の頭付きアンカボルトの 1本あたりの長期許容引抜き力 Pa1とすれば，解説式は次式となる。

P
F A

100
a

c c
1

1
=
z

　ここに，z 1：低減係数（長期許容引抜き力用 0.4，短期許容引抜き力用 0.6）
Fc：コンクリートの設計基準強度 1.8 kN/cm 2

Ac：コーン状破断面の床面に対する有効水平投影面積（i= 90°の場合，rL（L+B））［cm 2］
　一方，コンクリートに支圧強度とヘッド面積で，支圧強度によって決まる場合の長期許容引抜き力があるが，
支圧応力度 vb≦ 2.0 kN/cm 2のときは，コーン破壊の側で決まり，支圧耐力には影響を及ぼさないことから，こ
こでは言及しない。
（ 3）　埋込み J形・JA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・19）
　J形・JA形では，L寸法の埋込み長さを J状のフットの内のりまでの深さとする。このときの Lを用い，ア
ンカボルトの短期許容引抜き力 Taを求めるが，さらに表 4・2によってボルトの強度確認を行い，ボルトの許容
引張応力度を超えないことを確認する。

Ta= 6 rL 2 p ……………（4・7）　
　ここに，p：式（4・6）の pと同じ（コンクリート Fc=1.8 kN/cm 2）
　式（4・7）の考え方は，ヘッド付きアンカボルトの式（4・6）と全く同じなので，前項を参照されたい。
（ 4）　箱抜き L形・LA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・20）
　箱抜きのアンカボルトでは，後打ちコンクリート部分全体に引抜き力が働くため，側壁の付着力によってアン
カボルトの引抜き力が定まる。また，L形・LA形アンカボルトでは，後打ちコンクリート内でアンカボルトが
すっぽ抜けることもあるため，次式の側壁の付着力による Taと式（4・2）による Taを比較し，小さいほうを短期
許容引抜き力とする。なお，ボルトのせん断応力度が 4.4 kN/cm 2（SS 400の場合）を超える場合は，4. 2. 1の解
説（ 3）b による組合せ応力の検討が必要なこと，さらに，表 4・2によるボルトの許容引張応力度を超えないこ
とを確認する必要がある。

図 4・19　埋込み J形アンカボルト 図 4・20　箱抜き L形アンカボルト
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195 6 行目 1 g対応 1 G対応

図 4・18　埋込みヘッド付きアンカボルト

　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
　ここに，p：コンクリートの設計基準強度による補正係数

p=　min（　 ，0.05+　 ）
注）　式（4・3）の定数 “ 6 ” は，コンクリートの設計基準強度を旧単位系で Fc= 180 kgf/cm 2とした場合の長期許
容せん断応力度 Fc/ 30の値で，SI単位系への変換ならびに基準強度がこれと異なる場合は補正係数 “ p ” にて変
換・補正される。
　（ 2）　埋込みヘッド付きアンカボルトの許容引抜き力（図 4・18）
　ヘッド付きアンカボルトが所定の位置に設定されているとき，引抜き
破断は，コンクリートのパンチングシアによるか，あるいは十分に埋め
込まれているときは，アンカボルト切断による。使用する際は，アンカ
ボルトの短期許容引抜き力を求める。
　コンクリート破断が生ずる場合の引抜き力を Fpとすれば次式となる。

Fp=K（　 ，0.05+　 ）S
　ここに，K： （Fc/ 30）または（0.05+Fc/100）の値としたときの破断に

至る係数で，2.0程度とされている。
 Fc： コンクリートの設計基準強度［kN/cm 2］ 

通常は 1.8 kN/cm 2とする。Fc/30または（0.05 +Fc/100）は，コンクリートの長期許容せん断応
力度に相当する。

 S： パンチングシアのときの面積 

コーン状の円すいの広がり角を iとすれば，次式となる。 
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　ここに，L：ヘッド手前までの埋込み長さ［cm］
B：ヘッドの幅［cm］
i：広がり角（90°が一般にとられる）

　i= 90°のとき，上式は次式となる。

　いま Fc= 1.8 kN/cm 2のとき，K=2.0となれば次式となる。

Fp=2#　　# 2 rL]L+Bg30
1.8

　許容引抜き力は，コンクリート破断時引抜き力の下限値の係数（施工上の精度による下限値の割引率）を 3/4，
繰返し疲労などの安全を考慮した割引率を 1/2とすれば，短期許容引抜き力 Taは次式となる（Fc=1.8 kN/cm 2

のとき）。

Ta=　# #2# # 2 rL ]L+Bg=1.06#0.06rL ]L+Bg
4
3

2
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30
1.8

1.06を 1.0に丸めると，
Ta= 0.06 rL（L+B）

となり，コンクリートの設計基準強度が 1.8 kN/cm 2と異なる場合の補正強度を pとすれば，次式を得る。
Ta= 6 rL（L+B）p ……………（4・4）　

　ここに，
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　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
　ここに，p：コンクリートの設計基準強度による補正係数

p=　min（　 ，0.05+　 ）
注）　式（4・3）の定数 “ 6 ” は，コンクリートの設計基準強度を旧単位系で Fc= 180 kgf/cm 2とした場合の長期許
容せん断応力度 Fc/ 30の値で，SI単位系への変換ならびに基準強度がこれと異なる場合は補正係数 “ p ” にて変
換・補正される。
　（ 2）　埋込みヘッド付きアンカボルトの許容引抜き力（図 4・18）
　ヘッド付きアンカボルトが所定の位置に設定されているとき，引抜き
破断は，コンクリートのパンチングシアによるか，あるいは十分に埋め
込まれているときは，アンカボルト切断による。使用する際は，アンカ
ボルトの短期許容引抜き力を求める。
　コンクリート破断が生ずる場合の引抜き力を Fpとすれば次式となる。
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　ここに，K： （Fc/ 30）または（0.05+Fc/100）の値としたときの破断に

至る係数で，2.0程度とされている。
 Fc： コンクリートの設計基準強度［kN/cm 2］ 

通常は 1.8 kN/cm 2とする。Fc/30または（0.05 +Fc/100）は，コンクリートの長期許容せん断応
力度に相当する。

 S： パンチングシアのときの面積 

コーン状の円すいの広がり角を iとすれば，次式となる。 
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　ここに，L：ヘッド手前までの埋込み長さ［cm］
B：ヘッドの幅［cm］
i：広がり角（90°が一般にとられる）

　i= 90°のとき，上式は次式となる。

　いま Fc= 1.8 kN/cm 2のとき，K=2.0となれば次式となる。
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　許容引抜き力は，コンクリート破断時引抜き力の下限値の係数（施工上の精度による下限値の割引率）を 3/4，
繰返し疲労などの安全を考慮した割引率を 1/2とすれば，短期許容引抜き力 Taは次式となる（Fc=1.8 kN/cm 2

のとき）。
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となり，コンクリートの設計基準強度が 1.8 kN/cm 2と異なる場合の補正強度を pとすれば，次式を得る。
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　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
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Ta= 6 rL（L+B）・a

　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
　ここに，p：コンクリートの設計基準強度による補正係数

p=　min（　 ，0.05+　 ）
注）　式（4・3）の定数 “ 6 ” は，コンクリートの設計基準強度を旧単位系で Fc= 180 kgf/cm 2とした場合の長期許
容せん断応力度 Fc/ 30の値で，SI単位系への変換ならびに基準強度がこれと異なる場合は補正係数 “ p ” にて変
換・補正される。
　（ 2）　埋込みヘッド付きアンカボルトの許容引抜き力（図 4・18）
　ヘッド付きアンカボルトが所定の位置に設定されているとき，引抜き
破断は，コンクリートのパンチングシアによるか，あるいは十分に埋め
込まれているときは，アンカボルト切断による。使用する際は，アンカ
ボルトの短期許容引抜き力を求める。
　コンクリート破断が生ずる場合の引抜き力を Fpとすれば次式となる。

Fp=K（　 ，0.05+　 ）S
　ここに，K： （Fc/ 30）または（0.05+Fc/100）の値としたときの破断に

至る係数で，2.0程度とされている。
 Fc： コンクリートの設計基準強度［kN/cm 2］ 

通常は 1.8 kN/cm 2とする。Fc/30または（0.05 +Fc/100）は，コンクリートの長期許容せん断応
力度に相当する。

 S： パンチングシアのときの面積 

コーン状の円すいの広がり角を iとすれば，次式となる。 
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　ここに，L：ヘッド手前までの埋込み長さ［cm］
B：ヘッドの幅［cm］
i：広がり角（90°が一般にとられる）

　i= 90°のとき，上式は次式となる。

　いま Fc= 1.8 kN/cm 2のとき，K=2.0となれば次式となる。

Fp=2#　　# 2 rL]L+Bg30
1.8

　許容引抜き力は，コンクリート破断時引抜き力の下限値の係数（施工上の精度による下限値の割引率）を 3/4，
繰返し疲労などの安全を考慮した割引率を 1/2とすれば，短期許容引抜き力 Taは次式となる（Fc=1.8 kN/cm 2

のとき）。

Ta=　# #2# # 2 rL ]L+Bg=1.06#0.06rL ]L+Bg
4
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1.06を 1.0に丸めると，
Ta= 0.06 rL（L+B）

となり，コンクリートの設計基準強度が 1.8 kN/cm 2と異なる場合の補正強度を pとすれば，次式を得る。
Ta= 6 rL（L+B）p ……………（4・4）　
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　いま Fc= 1.8 kN/cm 2のとき，K=2.0となれば次式となる。
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　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
　ここに，p：コンクリートの設計基準強度による補正係数
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換・補正される。
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　コンクリート破断が生ずる場合の引抜き力を Fpとすれば次式となる。

Fp=K（　 ，0.05+　 ）S
　ここに，K： （Fc/ 30）または（0.05+Fc/100）の値としたときの破断に
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 Fc： コンクリートの設計基準強度［kN/cm 2］ 

通常は 1.8 kN/cm 2とする。Fc/30または（0.05 +Fc/100）は，コンクリートの長期許容せん断応
力度に相当する。

 S： パンチングシアのときの面積 

コーン状の円すいの広がり角を iとすれば，次式となる。 

/
/

cos
tanS L L B

2
1 2r
i

i= +
]

]
g

g" ,

　ここに，L：ヘッド手前までの埋込み長さ［cm］
B：ヘッドの幅［cm］
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　ただし，C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
　ここに，p：コンクリートの設計基準強度による補正係数

p=　min（　 ，0.05+　 ）
注）　式（4・3）の定数 “ 6 ” は，コンクリートの設計基準強度を旧単位系で Fc= 180 kgf/cm 2とした場合の長期許
容せん断応力度 Fc/ 30の値で，SI単位系への変換ならびに基準強度がこれと異なる場合は補正係数 “ p ” にて変
換・補正される。
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　ヘッド付きアンカボルトが所定の位置に設定されているとき，引抜き
破断は，コンクリートのパンチングシアによるか，あるいは十分に埋め
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（Fc=1.8 kN/cm 2のときは p= 1となる） （Fc=1.8 kN/cm 2のときは p= 0.01となる）
　式（4・4）は，コンクリート破断を生ずる場合のヘッド付きアンカボルトの短期許容引抜き力［kN］である。
　なお，基礎の隅角部や辺部に打設されたアンカボルトについては，アンカボルトの中心より基礎辺部までの距
離 Cが，C≦ L+Bの場合，式（4・5）または式（4・6）で短期許容引抜き力を求める。
　　a　L≦ C+hの場合

Ta= 6 rC 2 p ……………（4・5）　
　　b　L＞ C+hの場合

Ta= 6 r（L-h）2 p ……………（4・6）　
　ここに，C：アンカボルトの中心から基礎辺部までの距離［cm］

ただし，L+B≧ C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
h：基礎の盛上げ高さ［cm］

　日本建築学会の頭付きアンカボルトの 1本あたりの長期許容引抜き力 Pa1とすれば，解説式は次式となる。

P
F A

100
a

c c
1

1
=
z

　ここに，z 1：低減係数（長期許容引抜き力用 0.4，短期許容引抜き力用 0.6）
Fc：コンクリートの設計基準強度 1.8 kN/cm 2

Ac：コーン状破断面の床面に対する有効水平投影面積（i= 90°の場合，rL（L+B））［cm 2］
　一方，コンクリートに支圧強度とヘッド面積で，支圧強度によって決まる場合の長期許容引抜き力があるが，
支圧応力度 vb≦ 2.0 kN/cm 2のときは，コーン破壊の側で決まり，支圧耐力には影響を及ぼさないことから，こ
こでは言及しない。
（ 3）　埋込み J形・JA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・19）
　J形・JA形では，L寸法の埋込み長さを J状のフットの内のりまでの深さとする。このときの Lを用い，ア
ンカボルトの短期許容引抜き力 Taを求めるが，さらに表 4・2によってボルトの強度確認を行い，ボルトの許容
引張応力度を超えないことを確認する。

Ta= 6 rL 2 p ……………（4・7）　
　ここに，p：式（4・6）の pと同じ（コンクリート Fc=1.8 kN/cm 2）
　式（4・7）の考え方は，ヘッド付きアンカボルトの式（4・6）と全く同じなので，前項を参照されたい。
（ 4）　箱抜き L形・LA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・20）
　箱抜きのアンカボルトでは，後打ちコンクリート部分全体に引抜き力が働くため，側壁の付着力によってアン
カボルトの引抜き力が定まる。また，L形・LA形アンカボルトでは，後打ちコンクリート内でアンカボルトが
すっぽ抜けることもあるため，次式の側壁の付着力による Taと式（4・2）による Taを比較し，小さいほうを短期
許容引抜き力とする。なお，ボルトのせん断応力度が 4.4 kN/cm 2（SS 400の場合）を超える場合は，4. 2. 1の解
説（ 3）b による組合せ応力の検討が必要なこと，さらに，表 4・2によるボルトの許容引張応力度を超えないこ
とを確認する必要がある。

図 4・19　埋込み J形アンカボルト 図 4・20　箱抜き L形アンカボルト
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式（4・4）は，コンクリート破断を生ずる場合のヘッド付きアンカボルトの短
］である。期許容引抜き力［N

（Fc=1.8 kN/cm 2のときは p= 0.01となる）
　式（4・4）は，コンクリート破断を生ずる場合のヘッド付きアンカボルトの短期許容引抜き力［kN］である。
　なお，基礎の隅角部や辺部に打設されたアンカボルトについては，アンカボルトの中心より基礎辺部までの距
離 Cが，C≦ L+Bの場合，式（4・5）または式（4・6）で短期許容引抜き力を求める。
　　a　L≦ C+hの場合

Ta= 6 rC 2 p ……………（4・5）　
　　b　L＞ C+hの場合

Ta= 6 r（L-h）2 p ……………（4・6）　
　ここに，C：アンカボルトの中心から基礎辺部までの距離［cm］

ただし，L+B≧ C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
h：基礎の盛上げ高さ［cm］

　日本建築学会の頭付きアンカボルトの 1本あたりの長期許容引抜き力 Pa1とすれば，解説式は次式となる。

P
F A

100
a

c c
1

1
=
z

　ここに，z 1：低減係数（長期許容引抜き力用 0.4，短期許容引抜き力用 0.6）
Fc：コンクリートの設計基準強度 1.8 kN/cm 2

Ac：コーン状破断面の床面に対する有効水平投影面積（i= 90°の場合，rL（L+B））［cm 2］
　一方，コンクリートに支圧強度とヘッド面積で，支圧強度によって決まる場合の長期許容引抜き力があるが，
支圧応力度 vb≦ 2.0 kN/cm 2のときは，コーン破壊の側で決まり，支圧耐力には影響を及ぼさないことから，こ
こでは言及しない。
（ 3）　埋込み J形・JA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・19）
　J形・JA形では，L寸法の埋込み長さを J状のフットの内のりまでの深さとする。このときの Lを用い，ア
ンカボルトの短期許容引抜き力 Taを求めるが，さらに表 4・2によってボルトの強度確認を行い，ボルトの許容
引張応力度を超えないことを確認する。

Ta= 6 rL 2 p ……………（4・7）　
　ここに，p：式（4・6）の pと同じ（コンクリート Fc=1.8 kN/cm 2）
　式（4・7）の考え方は，ヘッド付きアンカボルトの式（4・6）と全く同じなので，前項を参照されたい。
（ 4）　箱抜き L形・LA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・20）
　箱抜きのアンカボルトでは，後打ちコンクリート部分全体に引抜き力が働くため，側壁の付着力によってアン
カボルトの引抜き力が定まる。また，L形・LA形アンカボルトでは，後打ちコンクリート内でアンカボルトが
すっぽ抜けることもあるため，次式の側壁の付着力による Taと式（4・2）による Taを比較し，小さいほうを短期
許容引抜き力とする。なお，ボルトのせん断応力度が 4.4 kN/cm 2（SS 400の場合）を超える場合は，4. 2. 1の解
説（ 3）b による組合せ応力の検討が必要なこと，さらに，表 4・2によるボルトの許容引張応力度を超えないこ
とを確認する必要がある。

図 4・19　埋込み J形アンカボルト 図 4・20　箱抜き L形アンカボルト
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（Fc=1.8 kN/cm 2のときは p= 0.01となる）
　式（4・4）は，コンクリート破断を生ずる場合のヘッド付きアンカボルトの短期許容引抜き力［kN］である。
　なお，基礎の隅角部や辺部に打設されたアンカボルトについては，アンカボルトの中心より基礎辺部までの距
離 Cが，C≦ L+Bの場合，式（4・5）または式（4・6）で短期許容引抜き力を求める。
　　a　L≦ C+hの場合

Ta= 6 rC 2 p ……………（4・5）　
　　b　L＞ C+hの場合

Ta= 6 r（L-h）2 p ……………（4・6）　
　ここに，C：アンカボルトの中心から基礎辺部までの距離［cm］

ただし，L+B≧ C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
h：基礎の盛上げ高さ［cm］

　日本建築学会の頭付きアンカボルトの 1本あたりの長期許容引抜き力 Pa1とすれば，解説式は次式となる。
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　ここに，z 1：低減係数（長期許容引抜き力用 0.4，短期許容引抜き力用 0.6）
Fc：コンクリートの設計基準強度 1.8 kN/cm 2

Ac：コーン状破断面の床面に対する有効水平投影面積（i= 90°の場合，rL（L+B））［cm 2］
　一方，コンクリートに支圧強度とヘッド面積で，支圧強度によって決まる場合の長期許容引抜き力があるが，
支圧応力度 vb≦ 2.0 kN/cm 2のときは，コーン破壊の側で決まり，支圧耐力には影響を及ぼさないことから，こ
こでは言及しない。
（ 3）　埋込み J形・JA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・19）
　J形・JA形では，L寸法の埋込み長さを J状のフットの内のりまでの深さとする。このときの Lを用い，ア
ンカボルトの短期許容引抜き力 Taを求めるが，さらに表 4・2によってボルトの強度確認を行い，ボルトの許容
引張応力度を超えないことを確認する。

Ta= 6 rL 2 p ……………（4・7）　
　ここに，p：式（4・6）の pと同じ（コンクリート Fc=1.8 kN/cm 2）
　式（4・7）の考え方は，ヘッド付きアンカボルトの式（4・6）と全く同じなので，前項を参照されたい。
（ 4）　箱抜き L形・LA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・20）
　箱抜きのアンカボルトでは，後打ちコンクリート部分全体に引抜き力が働くため，側壁の付着力によってアン
カボルトの引抜き力が定まる。また，L形・LA形アンカボルトでは，後打ちコンクリート内でアンカボルトが
すっぽ抜けることもあるため，次式の側壁の付着力による Taと式（4・2）による Taを比較し，小さいほうを短期
許容引抜き力とする。なお，ボルトのせん断応力度が 4.4 kN/cm 2（SS 400の場合）を超える場合は，4. 2. 1の解
説（ 3）b による組合せ応力の検討が必要なこと，さらに，表 4・2によるボルトの許容引張応力度を超えないこ
とを確認する必要がある。

図 4・19　埋込み J形アンカボルト 図 4・20　箱抜き L形アンカボルト
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Ac：コーン状破断面の i（=r/2 rad｛90 ［）｝° cm 2］
床面に対して r/4 rad｛45°｝の場合の面の有効水平投影面積〔=rL（L+B）〕

（Fc=1.8 kN/cm 2のときは p= 0.01となる）
　式（4・4）は，コンクリート破断を生ずる場合のヘッド付きアンカボルトの短期許容引抜き力［kN］である。
　なお，基礎の隅角部や辺部に打設されたアンカボルトについては，アンカボルトの中心より基礎辺部までの距
離 Cが，C≦ L+Bの場合，式（4・5）または式（4・6）で短期許容引抜き力を求める。
　　a　L≦ C+hの場合

Ta= 6 rC 2 p ……………（4・5）　
　　b　L＞ C+hの場合

Ta= 6 r（L-h）2 p ……………（4・6）　
　ここに，C：アンカボルトの中心から基礎辺部までの距離［cm］

ただし，L+B≧ C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
h：基礎の盛上げ高さ［cm］

　日本建築学会の頭付きアンカボルトの 1本あたりの長期許容引抜き力 Pa1とすれば，解説式は次式となる。
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　ここに，z 1：低減係数（長期許容引抜き力用 0.4，短期許容引抜き力用 0.6）
Fc：コンクリートの設計基準強度 1.8 kN/cm 2

Ac：コーン状破断面の床面に対する有効水平投影面積（i= 90°の場合，rL（L+B））［cm 2］
　一方，コンクリートに支圧強度とヘッド面積で，支圧強度によって決まる場合の長期許容引抜き力があるが，
支圧応力度 vb≦ 2.0 kN/cm 2のときは，コーン破壊の側で決まり，支圧耐力には影響を及ぼさないことから，こ
こでは言及しない。
（ 3）　埋込み J形・JA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・19）
　J形・JA形では，L寸法の埋込み長さを J状のフットの内のりまでの深さとする。このときの Lを用い，ア
ンカボルトの短期許容引抜き力 Taを求めるが，さらに表 4・2によってボルトの強度確認を行い，ボルトの許容
引張応力度を超えないことを確認する。

Ta= 6 rL 2 p ……………（4・7）　
　ここに，p：式（4・6）の pと同じ（コンクリート Fc=1.8 kN/cm 2）
　式（4・7）の考え方は，ヘッド付きアンカボルトの式（4・6）と全く同じなので，前項を参照されたい。
（ 4）　箱抜き L形・LA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・20）
　箱抜きのアンカボルトでは，後打ちコンクリート部分全体に引抜き力が働くため，側壁の付着力によってアン
カボルトの引抜き力が定まる。また，L形・LA形アンカボルトでは，後打ちコンクリート内でアンカボルトが
すっぽ抜けることもあるため，次式の側壁の付着力による Taと式（4・2）による Taを比較し，小さいほうを短期
許容引抜き力とする。なお，ボルトのせん断応力度が 4.4 kN/cm 2（SS 400の場合）を超える場合は，4. 2. 1の解
説（ 3）b による組合せ応力の検討が必要なこと，さらに，表 4・2によるボルトの許容引張応力度を超えないこ
とを確認する必要がある。

図 4・19　埋込み J形アンカボルト 図 4・20　箱抜き L形アンカボルト
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（Fc=1.8 kN/cm 2のときは p= 0.01となる）
　式（4・4）は，コンクリート破断を生ずる場合のヘッド付きアンカボルトの短期許容引抜き力［kN］である。
　なお，基礎の隅角部や辺部に打設されたアンカボルトについては，アンカボルトの中心より基礎辺部までの距
離 Cが，C≦ L+Bの場合，式（4・5）または式（4・6）で短期許容引抜き力を求める。
　　a　L≦ C+hの場合

Ta= 6 rC 2 p ……………（4・5）　
　　b　L＞ C+hの場合

Ta= 6 r（L-h）2 p ……………（4・6）　
　ここに，C：アンカボルトの中心から基礎辺部までの距離［cm］

ただし，L+B≧ C≧ 4 d，かつ，C-d/ 2≧ 5 cmとする。
h：基礎の盛上げ高さ［cm］

　日本建築学会の頭付きアンカボルトの 1本あたりの長期許容引抜き力 Pa1とすれば，解説式は次式となる。
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　ここに，z 1：低減係数（長期許容引抜き力用 0.4，短期許容引抜き力用 0.6）
Fc：コンクリートの設計基準強度 1.8 kN/cm 2

Ac：コーン状破断面の床面に対する有効水平投影面積（i= 90°の場合，rL（L+B））［cm 2］
　一方，コンクリートに支圧強度とヘッド面積で，支圧強度によって決まる場合の長期許容引抜き力があるが，
支圧応力度 vb≦ 2.0 kN/cm 2のときは，コーン破壊の側で決まり，支圧耐力には影響を及ぼさないことから，こ
こでは言及しない。
（ 3）　埋込み J形・JA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・19）
　J形・JA形では，L寸法の埋込み長さを J状のフットの内のりまでの深さとする。このときの Lを用い，ア
ンカボルトの短期許容引抜き力 Taを求めるが，さらに表 4・2によってボルトの強度確認を行い，ボルトの許容
引張応力度を超えないことを確認する。

Ta= 6 rL 2 p ……………（4・7）　
　ここに，p：式（4・6）の pと同じ（コンクリート Fc=1.8 kN/cm 2）
　式（4・7）の考え方は，ヘッド付きアンカボルトの式（4・6）と全く同じなので，前項を参照されたい。
（ 4）　箱抜き L形・LA形アンカボルトの許容引抜き力（図 4・20）
　箱抜きのアンカボルトでは，後打ちコンクリート部分全体に引抜き力が働くため，側壁の付着力によってアン
カボルトの引抜き力が定まる。また，L形・LA形アンカボルトでは，後打ちコンクリート内でアンカボルトが
すっぽ抜けることもあるため，次式の側壁の付着力による Taと式（4・2）による Taを比較し，小さいほうを短期
許容引抜き力とする。なお，ボルトのせん断応力度が 4.4 kN/cm 2（SS 400の場合）を超える場合は，4. 2. 1の解
説（ 3）b による組合せ応力の検討が必要なこと，さらに，表 4・2によるボルトの許容引張応力度を超えないこ
とを確認する必要がある。

図 4・19　埋込み J形アンカボルト 図 4・20　箱抜き L形アンカボルト
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209 図 5・18上部説明文 …剛接合しする。 …剛接合とする。
214 図 5・30タイトル 非防振ポンプ周り接続配管例 防振ポンプ周り接続配管例

241 表 6･14

表 6・14　鋼管・ステンレス鋼管の許容応力度

各種応力度

種　　別

引張強さ 1）

（以上）

降伏点 1）

または耐力
（以上）

長期荷重に対する
引張許容応力度 2）

f 1

短期荷重に対する
引張許容応力度 2）

f 2（f 1× 1.5）

熱荷重を考慮した
短期荷重に対する
許容応力度　f 3

鋼　管
SGP 29.0 11.8 17.7 26.5

STPG 370 37.0 21.5 14.3 21.6 32.4

STPG 410 41.0 24.5 16.3 24.3 36.8

ステンレス
鋼管 3）

SUS 304 TPD 52.0 23.5 15.7 23.5 46.8

SUS 316 TPD 52.0 23.5 15.7 23.5 46.8

　注　1）　JISによる。
　　　2）　許容応力度は熱荷重を含まない応力度に対してのものである。
　　　3）　SUSについては，ステンレス協会提示値（1995）による。

［kN/cm 2］ 表 6・14　鋼管・ステンレス鋼管の許容応力度

各種応力度

種　　別

引張強さ 1）

（以上）

降伏点 1）

または耐力
（以上）

長期荷重に対する
引張許容応力度 2）

f 1

短期荷重に対する
引張許容応力度 2）

f 2（f 1× 1.5）

熱荷重を考慮した
短期荷重に対する
許容応力度　f 3

鋼　管
SGP 29.0 11.6 17.4 26.1

STPG 370 37.0 21.5 14.3 21.5 32.3

STPG 410 41.0 24.5 16.3 24.5 36.8

ステンレス
鋼管 3）

SUS 304 TPD 52.0 20.5 13.7 20.5 30.8

SUS 316 TPD 52.0 20.5 13.7 20.5 30.8

　注　1）　JISによる。
　　　2）　許容応力度は熱荷重を含まない応力度に対してのものである。
　　　3）　ステンレス鋼管の耐力は，ステンレス協会提示値による。

表 6・15　鋼材の許容応力度

鋼材の種別
許容引張応力度 許容せん断応力度

長　　期 短　　期 長　　期 短　　期

SS400

（SM400） 15.7 23.5  9.0 13.5

SS490 18.2 27.5 10.5 15.8

SS540 24.8 37.3 14.3 21.5

表 6・16　アルミニウム合金材の許容応力度

アルミニウムの
材質

許容引張応力度 許容せん断応力度

長　　期 短　　期 長　　期 短　　期

A 6063-T5

（F=110 N/mm2）  7.3 11.0 4.2  6.3

A 6063-T6

（F=165 N/mm2） 11.0 16.5 6.4  9.5

A 6061-T6

（F=210 N/mm2） 14.0 21.0 8.1 12.1

注　Fは基準強度，許容引張応力度=F/1.5，許容せん断応力度=F/1.5  3，短期=長期×1.5。
部材に生ずる支圧の許容応力度は，表 6・17による。

表 6・17　アルミニウム合金材の支圧の許容応力度（参考：A 6063 S-T5 JIS H 4000-2014）

支圧の許容応力度例
基準強度 F=110

［N/mm2］ 支圧の形式
支圧の許容応力度

長期 短期 長期 短期

18.1 27.2
① 　滑り支承またはローラ支承の支承部に支圧が生じる場
合，その他これに類する場合 1.65 F

長期×1.5
12.1 18.1

② 　ボルトまたはリベットによって接合されるアルミニウ
ム合金材のボルトまたはリベットの軸部分に接触する面
に支圧が生ずる場合，その他これに類する場合

1.1 F

 8.8 13.2 ①　および②に掲げる場合以外の場合 F/1.25

［kN/cm 2］

［kN/cm 2］

［kN/cm 2］
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（ 6 ）

　長柱座屈は，長柱の長さ l，端末条件係数 n，曲げ剛性 EI（I：断面二次モーメント）によって決まり，座屈応
力 vkが比例限度 vp以下である長柱では次のオイラーの公式によって座屈荷重 PKが計算される（図 3・8）（ただ
し，細長比 m=l / i=100 以上で使う。iは断面二次半径 i 2 =I / A，Aは断面積）。

n
r EI

PK= =
] g

2 r EI2

l/ l2 2

n

　一般的には n=1のときを検討の対象とし，限界細長比 mpが弾性座屈を生じる限界を示す最小細長比となる。
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図 3・8　座屈モード（左）とオイラー曲線（右）

ｂ　配管材の継手効率
　配管材の管軸直角方向で継手効率が問題となるときは，熱伸縮や管内圧力などによって発生する直管や円周方
向応力度に対してである。通常の配管の施工面では問題とならないが，耐震設計においては，断面方向の継手効
率を配慮することがある。ここで，断面方向とは管の円周方向の継手（継ぎ目）をいう。
　断面方向の継手部の強度検定を行う際には，管軸直角方向に発生する応力度が問題となるので，この管軸直角
方向の合成応力度に対して考慮することとした。
　また，継手効率の取扱いについては，管軸直角方向の合成応力度の分布は均一ではないので，この応力度分布
状況に合わせて検討する手段を残すために，発生応力度を継手効率で除して見掛け上応力度を大きくする方法と
した。
　継手効率は，当学会で実施した実験結果＊3をもとにして値を決定した。
　ここで，フランジ継手の効率は実用的な値として設定したものである。すなわち，効率の設定にあたり，継手
部から漏れが生じても，ボルトの増締め，あるいは除荷によってその漏れが止まる程度であればこれを許容する
立場をとったことによる。したがって，全く漏れを許さない場合には，さらに適切な安全率を割増しして効率を
決める必要がある。
　なお，80 A以上のねじフランジ（組みフランジ）では，実用的な継手効率として 0.4が見込まれる。
　継手効率の値の低い（おおむね 0.6未満のもの）継手は重要用途の建物・設備には，使用しないほうがよい。や
むをえず使用する場合は継手の前後（500～1 000 mm）を確実に固定または支持する。また，転造ねじを採用すれ
ば継手効率は向上（0.9～1.0）する。
　一般的に配管の継手部分は，フランジが付いたり，接続代で配管が重なったり，母材（配管）よりも断面積が大
きくなるので十分強度が高く，継手自体の強度検討は不要である。ただし，断面積が大きいゆえに剛性が増加し
て，部分的に配管応力が拡大（増大）する。これを ASMEでは，突合せ溶接継手を 1.0とし，その他の継手に対
して，それぞれ応力拡大係数を規定している。したがって，継手部分と母材（配管）の境目で発生する応力にそれ
ぞれの継手の拡大係数を乗じた配管応力で配管の検定を実施する。当学会の継手効率は，配管応力を手計算で実
施し配管検定する場合に用いるもので，ASMEの応力拡大係数は，配管応力解析ソフト上で配管検定を自動算
定する場合に用いる。ASMEにおける継手効率の値は，応力拡大係数の逆数で表され，これを当学会の継手効
率と比較した。参考に当学会とASMEにおける継手効率の比較表を表 3・7に示す。
＊ 3　 参考文献：「鋼管ねじ・溶接継手の引張及び曲げ強度に関する実験報告」木内俊明，岡本章，空気調和・衛生工学会大会 大
阪 学術講演論文集，1980年
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表 3・7　継手効率の比較表

空気調和・衛生工学会 ASME B 31.3-2016

【継手効率（周方向）】
　　前提条件：良好な施工管理が実施される場合
　①溶接（Ｘ線検査などあり） 1.00

　　溶接（Ｘ線検査などなし） 0.90

　②ねじ継手（転造ねじ） 1.00

　　ねじ継手（切削ねじ） 0.60

　③ねじ込み式フランジ（切削ねじ）（φ 80以上） 0.40

　④溶接フランジ＋ノンアスシート（φ 80未満） 0.60

　　溶接フランジ＋ノンアスシート（φ 80以上） 0.40

　⑤すみ肉溶接継手またはソケット溶接 規定なし
　⑥ラップジョイント 規定なし

【継手効率（周方向）】 ♦Appendix D

　　　　　　　　　　　　　　　　　　応力拡大係数 継手効率
　①突合せ溶接継手 1.00　 → 　1.00　

　②ねじ継手 2.30　 → 　0.43　

　③ねじ込み式フランジ 2.30　 → 　0.43　
　④溶接ネックフランジ 1.00　 → 　1.00　
　　両側溶接差込み溶接式フランジ 1.20　 → 　0.83　
　⑤すみ肉溶接，ソケット溶接 1.30　 → 　0.77　
　⑥ラップジョイント 1.60　 → 　0.63　

ｃ　断面変化に伴う応力度増倍係数
　曲がり部や分岐部においては，面内あるいは面外への変形が生じた場合には配管の断面が変化し，真円を保た
なくなる。この扁（へん）平化する現象を考慮すると，この部分に生ずる応力度は見掛け上の応力度よりも大きな
応力度となるので，この応力度補正を行うために応力度増倍係数が考慮される。
　ここでは，「ASME B 31.3-2016」（以降，ASMEと略す）のAppendix Dに規定された値を採用した。
　また，この応力度増倍係数と前記断面方向の継手効率とは全く別のものであり，問題となる部位も異なるた
め，重ね合わせる必要がないとしている。
ｄ　腐 れ 代

　JIS B 8265（2017）には，「炭素鋼または，低合金鋼の圧力容器で，圧縮空気・水蒸気または，水に用いられる
ものには 1 mm以上の腐れ代」の考慮が規定されているので，これを準用する。
（ 2）　構 造 材
　建築基準法および日本建築学会編「鋼構造許容応力度設計規準」，「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」
に記載の構造材を参照して，材料の選定と計算などを行う。

3. 3　各 部 の 設 計

3. 3. 1　配管類の耐震設計
3. 3. 1⑴　設 計 の 方 針

1.　配管類の支持固定について
　一般に配管類は地震時に配管などが大きく振れて，振れによる配管類本体の破断や，他の配管類や機器な
どの衝突による破損などが生じないように，耐震支持材で建築構造躯体などから適切な間隔で支持・固定す
る。
2.　配管類の支持固定の検討
　配管類の耐震設計は，① 配管類本体，② 支持部材，③ 躯体との取付け部に分けて検討してよい。一般配
管類の場合は配管類本体の耐震性の検討をすることは少ない。重要配管類，特に直管部長さが長い配管類の
場合は配管類自体の損傷防止のため配管類本体の耐震検討は重要である。
3.　自重支持と耐震支持
　配管類の支持部材は，配管類本体の自重支持材と耐震支持材とに分けて耐震措置を行う。しかし，自重支
持材と耐震支持材とを兼用できる場合には兼用してよい。
4.　耐震支持間隔
　横引き配管類の自重支持間隔は，架台上部支持とつり下げ支持に区分し，これらを学会標準仕様書に準拠
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